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予算編成の基本的な考え方 

  

我が国経済は，コロナ禍からの緩やかな持ち直しがみられる中，ロシアに

よるウクライナ侵略を背景とした国際的な原材料価格の上昇や円安の影響

等によるエネルギー・食料価格の高騰などの影響を受けましたものの，「物価

高克服・経済再生実現のための総合経済対策」の効果が発現し，「人への投

資」や成長分野における官民連携の下での投資が促進されることで，民需主

導の成長が見込まれています。 

 

本市におきましては，市民生活や地域経済を支えるため，新型コロナウイ

ルス感染症の感染拡大防止や物価高騰対策などを速やかに実施するととも

に，ＬＲＴ整備や宇都宮駅東口整備など「未来への投資」に着実に取り組ん

できたところであり，令和５年度の市税収入は４年ぶりに９３０億円台に回

復する見通しであります。 

 

このような中，人口減少・少子超高齢化の深刻化，国際社会共通の目標で

あるＳＤＧｓへの貢献や「カーボンニュートラル」の実現，新型コロナウイ

ルス感染症による人々の価値観の変容など，絶えず変化する人口構造や社会

環境に迅速かつ的確に対応するため，財政の健全性と長期安定性を確保しつ

つ，市内外から選ばれる高い都市力を備え，将来にわたって成長力を確保で

きるまちづくりに取り組んでいく必要があります。 

 

このため，令和５年度予算編成に当たりましては，「第６次総合計画改定基

本計画」の初年度であることを踏まえ，感染症や物価高騰等の状況を十分に

注視しつつ，喫緊の課題である「少子化対策をはじめとする人口減少対策」

として，結婚や妊娠・出産，子育て支援の充実や移住定住の推進などに優先

的に取り組むとともに，「スーパースマートシティ」の実現に向け，地域住民

の絆を深め，共に支え合うことができる「地域共生社会」や産業振興，観光

振興や企業誘致の推進などによる多種多様なモノが交流する「地域経済循環

社会」，ＳＤＧｓ未来都市の推進や行政，市民，民間企業が一体となり，カー

ボンニュートラルの実現を目指す「脱炭素社会」の３つの社会の創出やその

基盤となる「ＮＣＣ」の形成，官民一体となった「デジタル」技術の活用を

推進することといたしました。 

 

これらの取組を着実に実行し，今を生きる市民と，未来を生きる子どもた

ちの誰もが豊かで幸せに暮らすことができるまちの実現に向け，全力で取り

組んでまいります。 
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「第６次総合計画改定基本計画」のスタートの年として，喫緊の課題であ

る「少子化対策をはじめとする人口減少対策」に優先的に取り組むととも

に，計画に掲げる政策・施策を着実に実施することで，持続可能な都市構造

である「ＮＣＣ」を基盤に，「地域共生社会」，「地域経済循環社会」，「脱炭

素社会」の３つの社会が融合し，「人」と「デジタル」を原動力に発展を続

け，子どもから高齢者まで，誰もが豊かで便利に安心して暮らすことがで

き，夢や希望がかなうまち「スーパースマートシティ」の実現を加速化させ

る予算 

■ 当初予算のイメージ 

令和５年度当初予算のポイント 

「誰もが豊かで便利に安心して暮らすことができ， 

夢や希望がかなうまち」 

～ スーパースマートシティの実現 ～ 
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  一般会計 

一般会計は，中小企業への事業資金貸付金などが増加したものの，ＬＲＴや宇都宮

駅東口交流拠点施設の整備や，いちご一会とちぎ国体・とちぎ大会の開催に要する費

用などが減少したことにより，前年度当初予算に対し，５６億円余，２．５％減の 

２，１８９億円余を計上しました。 

 

  特別会計 

特別会計は，団塊世代の後期高齢者医療保険への移行に伴う被保険者の減により

国民健康保険特別会計が減少した一方で，車券発売収入の増などに伴い競輪特別会

計が増加したことなどにより，１１の特別会計全体では，前年度当初予算に対し， 

３２億円余，２．８％増の１，１９０億円余を計上しました。 

 

  企業会計 

企業会計は，上下水道施設の耐震化や老朽化対策の取組，川田水再生センターの強

靭化，中央卸売市場の再整備に引き続き取り組み，３つの企業会計全体では，事業進

捗により，前年度当初予算に対し，２億円余，０．５％減の５００億円余を計上しま

した。 

会 計 名 
令和 5 年度 令和 4 年度 比   較 

当 初 予 算 当 初 予 算 増  減 増減比 

一 般 会 計 218,980,000 千円 224,600,000 千円 ▲5,620,000 千円 ▲2.5％

特 別 会 計 

（11 会計） 
119,011,461 千円 115,740,008 千円 3,271,453 千円 2.8％

企 業 会 計 

（3 会計） 
50,069,164 千円 50,342,995 千円 ▲273,831 千円 ▲0.5％

合    計 388,060,625 千円 390,683,003 千円 ▲2,622,378 千円 ▲0.7％

予 算 の 規 模 ・ 特 徴 

 

 

令和５年度当初予算の規模は， 

一般会計２，１８９億円余， 

特別会計１，１９０億円余，企業会計５００億円余， 

総額では，３，８８０億円余を計上しました。 

■ 予算の規模 

3



 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ ウォーカブルなまちづくりに向けた民間による優良建築物等の整備を支援す

る制度の創設や，都市拠点や地域拠点におけるスーパーや診療所などの生活利

便施設等の立地促進に向けた支援の充実など，安全で快適に過ごせる都市空間

の形成を促進 
・ 公共交通ネットワークの要となる駅東側のＬＲＴの開業，バス路線の再編の

着実な推進，「街ナカ」まで５００円以内とする乗継割引制度の対象拡大など，

誰もが快適に便利に移動できる総合的な公共交通ネットワーク形成を促進 

 
 
・ 出産育児の経済的負担を支援する本市独自の助成金の支給や，妊産婦・子育

て世帯・子どもに対する総合的な相談支援を行う「こども家庭センター」の設

置など，子ども・子育てに関する支援の強化 
・ 東京圏への通勤・通学支援の導入や移住者への住宅取得補助の充実，移住相

談窓口の強化など，本市への移住・定住の促進を図る取組を推進 

■ 予算の特徴 

 

 

・ 「流す」，「貯める」，「備える」取組による総合的な治水・雨水対策や，大規

模盛土造成地における滑動崩落防止工事の実施など，地域防災体制の強化に資

する取組を推進 

○安全・安心なまちづくりの推進 

○持続可能な都市構造である「ＮＣＣ」の形成 

○少子化対策をはじめとする人口減少対策の強化 

 

 

・ 子ども，高齢者，障がい者など，世代や分野を超えた市民の困りごとを丸ご

と受け止める「共生型の相談窓口」の設置や，認知症になっても，本人や家族

が住み慣れた地域で安心して暮らせるための相談体制の整備や支援制度の充実

など，地域共生社会の実現に資する取組を推進 

・ 「ジャパンカップサイクルロードレース」の第３０回記念大会や「ＦＩＢＡ 

３ｘ３ワールドツアーうつのみやオープナー」などによる都市ブランド力の向

上，企業立地の促進などによる産業基盤の集積・強化の促進，大谷地域の更な

る振興など，地域経済の活力を高める取組を推進 

・ 「脱炭素先行地域」に先導される官民協働の脱炭素化の取組の推進や，「グリ

ーン公共交通モデル都市」を目指したバス・地域内交通などへの電動車の導入

支援制度の創設など，ゼロカーボンシティの実現に向けた取組を推進 

○「地域共生社会」，「地域経済循環社会」，「脱炭素社会」の３つの社会の創出 

 
 
・ マイナンバーカードを活用した「書かない窓口」の導入など本市行政サービ

スにおけるデジタル技術の活用促進や，官民連携によるスーパースマートシテ

ィ推進に係る取組などにより，地域社会のデジタル化を推進 

○「デジタル」技術の利活用の推進 

● 「スーパースマートシティ」の実現を加速化させる予算 
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【記載例】

(新)：新規事業　

(拡)：拡充事業 ※予算額は再掲を含んだ金額

１　子どもの権利の尊重 1,770 千円

(新)　「（仮称）子どもを守る都市宣言」の制定

(新)　子どもの意見表明の機会を提供する「イノベーションmiyaユース会議事業」

の実施

２　結婚や妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援の充実

①　結婚の希望をかなえる支援 44,874 千円

(拡)　結婚新生活支援事業補助金の所得要件の緩和による対象拡大

　　400万円未満/世帯　→　500万円未満/世帯

(拡)　若い世代に対し，ＳＮＳ等のデジタル広報等を活用した本市の子育て施策

等のＰＲの実施

(拡)　結婚活動支援事業の充実・強化

②　妊娠・出産の希望をかなえる支援 1,211,831 千円

・ 　医療保険適用後の不妊治療（生殖補助医療）における自己負担額や先進医

療による治療費への助成

(新)　低所得の妊婦に対する初回産科受診料の助成

　　補助上限額1万円/人

(新)　出産育児関連用品購入等の経済的負担に対する支援として，出産・子育て

応援金を支給

　　母子健康手帳交付時：5万円　　こんにちは赤ちゃん訪問時：5万円

(新)　出産育児の経済的負担に対する支援として，本市独自の助成金「もうすぐ
 み  や

３８っ子応援金」を支給

　　妊娠8か月面接時：3万円

(拡)　国民健康保険加入者に対する出産育児一時金の引き上げ

　　42万円　→　50万円

令和５年度当初予算の主な新規・拡充事業等

◇ 少子化対策をはじめとする人口減少対策の強化

＜総額 465億円余（前年度比＋20億円余）＞
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③　子育てに関わる相談体制の整備 304,099 千円

(新)　妊産婦・子育て世帯・子どもへの相談支援強化を図るため，「こども家庭

センター」を設置するとともに，市内5か所の保健福祉拠点に「こども家庭

センターの相談窓口」を開設

(拡)　母子健康手帳交付時や妊娠8か月時，出生後における助産師・保健師によ

る妊婦への面接の実施やサポートプランの作成

３　安心して子どもを生み育てることができる環境づくり

①　教育・保育施設等の供給体制の確保・保育サービスの更なる充実

20,640,608 千円

(新)　老朽化した保育施設等の大規模修繕や遊具等の改修への助成

・ 　保育士等の確保・育成

　　保育士宿舎を借り上げる事業者への助成

　　派遣会社を利用した保育士確保への助成

・ 　宇都宮駅東口送迎保育ステーションの実施

・ 　保育施設等の使用済みおむつ処分に係る経費への助成

②　医療的ケア児等の支援・受入体制の充実 99,474 千円

・ 　医療的ケア児を受け入れる保育施設への助成

(新)　民間保育施設等の発達支援児受入れに関する研修会への助成

・ 　在宅で医療的ケアなどを行う「在宅レスパイト事業」の実施

③　宮っ子ステーション事業の推進 1,355,654 千円

・ 　子どもの家の整備　　錦小学校

(新)　放課後子ども教室における民間活動アドバイザーの活用促進による活動内

容の充実

４　子育て支援の充実

①　子育て世帯の負担軽減 12,425,599 千円

(新)　出産育児の経済的負担に対する支援として，本市独自の助成金「もうすぐ
 み  や

３８っ子応援金」を支給〔再掲〕

　　妊娠8か月面接時：3万円

・ 　高校3年生相当（18歳到達後最初の年度末）までのこども医療費の助成

・ 　第3子以降の保育料無償化など多子世帯への支援

(新)　医療的ケア児等への福祉手当の支給（所得制限無し）　　　5,000円/月

(拡)　心身障がい者福祉手当と難病患者福祉手当における20歳未満の対象者の所

得制限廃止

(新)　子ども１人でも安心して利用できる「子育てタクシー」の導入支援
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(新)　民間保育所等の空きスペースを活用した未就園児保育のモデル事業の実施

(拡)　子育て世帯への居住誘導区域内の住宅取得・家賃補助を拡充

　　取得：子ども3人5万円，4人以上10万円

　　　　　　　→　第1子以降5万円/人（上限なし）

　　家賃：子ども3人1万円，4人以上2万円

　　　　　　　→　第1子以降1万円/人（上限なし）

②　子どもの貧困対策の推進 545,373 千円

(拡)　中学生への就学援助費の拡充

　　入学準備金，新入学用品

③　ひとり親家庭への支援 1,857,504 千円

・ 　ひとり親家庭への児童扶養手当の支給や医療費の助成　

・ 　ひとり親家庭の自立に向けた資格取得等への継続的・総合的な支援の実施

④　児童虐待防止対策の推進 60,046 千円

(新)　学校や医療・福祉，地域等の関係機関との連携強化を図るため，ヤングケ

アラーコーディネーターを新たに配置

(拡)　ヤングケアラーの早期把握に向けた教職員や福祉関係者等への研修の実施

(新)　児童相談所の設置に向けた検討の実施

５　子ども・若者の健全育成・自立支援の推進

①　青少年の健全育成・自立支援の推進 31,983 千円

(新)　小学生に将来の仕事や夢について考える機会を提供する職業体験事業の実

施

(新)　ひきこもり回復期の若者の就労や自立に向けた活動支援プログラムの実施

(拡)　「子ども食堂」等の「子どもの居場所」の開設・運営費用への助成

　　28か所　→　38か所

６　東京圏等からの移住定住の促進

①　都市ブランド戦略の推進 114,989 千円

・ 　多様なメディアを活用した都市ブランド・移住定住プロモーションの実施

②　移住定住促進策の充実 116,747 千円

(新)　東京圏への通勤・通学に係る交通費の助成

　　通勤支援対象：東京圏に通勤する移住者

　　通学支援対象：東京圏への通学者（小学生～大学生等）

　　補助上限額：1万円/月

・ 　移住定住相談窓口の運営
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③　企業誘致等の促進 8,881 千円

・ 　本社機能移転・オフィス企業の立地に対する支援

④　移住・雇用支援の充実 12,474 千円

(新)　市内企業が実施する新卒採用者等への奨学金返還支援を助成

　　補助率1/2　　補助上限額10万円/年

⑤　住宅の確保に対する支援 133,458 千円

(拡)　東京圏からの移住者への住宅取得補助額の拡充

　　補助加算額10万円　→　15万円

７　確かな学力を育む教育の推進

①　小中一貫教育・地域学校園の推進 625,514 千円

②　「宇都宮学」の推進 2,360 千円

③　ＩＣＴ活用授業の推進 906,696 千円

・ 　校内通信ネットワークの追加整備

(拡)第二音楽室，第二理科室

(拡)　ＩＣＴ支援員の育成等を担う学びのＤＸ推進リーダーの配置

８　教育環境の充実

①　特別支援教育の充実 417,053 千円

(拡)　障がいのある児童生徒の就学先を決定するための就学相談の充実

②　いじめ・不登校対策の充実 36,599 千円

(新)　デジタルを活用した不登校支援を特色とした適応支援教室の開設

　　学習活動への支援や専属のスクールカウンセラーによる相談をオンライ

　　ンにより実施

③　小・中学校の整備 3,348,015 千円

・ 　校舎の長寿命化改修工事

　　実施設計：(新)上河内中学校

　　改修工事：星が丘中学校，(新)西小学校

・ 　体育館の長寿命化改修工事

　　実施設計：(新)城東小学校

　　改修工事：(新)西原小学校，(新)清原南小学校

・ 　体育館の改築工事

　　実施設計：(新)横川中央小学校

・ 　体育館のトイレ洋式化

　　体育館：(新)錦小学校など9校
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・ 　校舎のバリアフリー化

　　実施設計：(新)清原中学校エレベーター棟工事

(新)　校舎等のＬＥＤ化の検討

・ 　給食施設への空調機器の導入

(新)　水泳授業における民間施設を活用したモデル事業の実施

④　学校における働き方改革の推進 113,000 千円

(拡)　部活動指導員及び部活動地域指導者の配置の拡充

９　生涯にわたるスポーツ活動の推進

①　スポーツの参加機会の拡大 23,122 千円

(新)　市民のスポーツへの関わりの状況やスポーツ関係団体の活動状況等の調査

の実施

(新)　地域スポーツクラブがカバー地区を拡大した場合の運営費用の助成

②　スポーツ施設の整備 2,172,369 千円

・ 　北西部地域体育施設の整備

・ 　宮原運動公園周辺地区の再整備

(新)　宇都宮清原球場大規模改修の検討

・ 　空調設置の推進

　　設置工事：(新)明保野体育館

　　実施設計：(新)河内体育館，(新)スケートセンター

１　都市拠点の形成

①　宇都宮駅西口周辺地区整備の推進 530,200 千円

・ 　駅西口周辺地区の交通基盤施設等に係る検討の実施

・ 　宇都宮駅西口南地区市街地再開発事業への助成

②　都心部におけるまちづくりの推進 59,008 千円

(新)　大通り沿線における優良建築物の整備を促進させるためのアドバイザー等

の派遣や補助制度の創設

(新)　景観形成重点地区等の指定や基準見直しに向けた調査・分析

　　ＪＲ宇都宮駅西口周辺地区，大通り地区

(拡)　東武馬車道通りにおける空間形成方針の検討

(新)　八幡山公園等都市公園への民間活力導入に向けた検討

◇ 持続可能なまちづくりの基盤「ＮＣＣ」の形成
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２　地域拠点・産業拠点・観光拠点の形成

①　拠点化の促進 271,991 千円

(拡)　都市機能誘導区域等における誘導施設立地への助成

　　既存ストック等を活用した施設の賃料・改修費への助成を追加

・ 　市街化調整区域の地区計画制度の活用を促進するための公共施設整備への

助成

(新)瑞穂野南小周辺地区

(拡)　公園のバリアフリー整備，トイレの再整備

②　土地区画整理事業の推進 5,722,151 千円

・ 　鶴田第２地区，宇大東南部第１・第２地区，岡本駅西地区，小幡・清住地

区，簗瀬地区の整備

③　ＬＲＴ沿線におけるまちづくりの推進 199,347 千円

(拡)　清原工業団地トランジットセンター周辺における交流促進に向けた社会実

験等の実施

(拡)　飛山城跡停留場周辺における地域活性化に向けた機能誘導方策の検討

・ 　Ｐａｒｋ－ＰＦＩを活用した東部総合公園の整備

３　地域特性に応じた土地利用の促進 19,338 千円

(拡)　土地利用誘導に向けた用途地域等の見直しの検討

４　都市拠点や地域拠点等への居住の集約 183,785 千円

(拡)　高次都市機能誘導区域における住宅取得に対する支援の拡充

　　補助加算額10万円　→　15万円

(新)　住宅確保要配慮者の居住の安定を図るため，居住誘導区域内のセーフティ

ネット専用住宅への助成

・ 　居住誘導区域内におけるサービス付き高齢者向け住宅新設への助成

５　既存ストックの利活用

①　住宅の安全・安心の確保 90,870 千円

・ 　住宅の耐震改修等費用への助成

(拡)　住宅耐震診断費用の無償化

②　既存住宅の適正管理・中古住宅の流通促進 343,162 千円

(拡)　築20年以上の中古住宅の購入に対する住宅取得補助額の拡充

　　補助加算額5万円　→　20万円

(新)　持ち家を所有するひとり暮らし高齢者に対する将来の居宅の管理や活用に

関する意向調査の実施

　空き家等を居住以外の用途に活用するモデル事業の実施

10



(新)　マンション管理計画の認定制度の導入

(新)　マンション管理士等の専門家からの助言費用に対する助成

　　補助率1/2　　補助上限額5,000円

③　市営住宅の再生 991,816 千円

・ 　宝木市営住宅耐震補強工事の実施

(新)　宝木・瑞穂野市営住宅の団地再生基本計画の策定

６　公共共通ネットワークの構築

①　基幹公共交通（ＬＲＴ）の整備 1,337,227 千円

・ 　東西基幹交通であるＬＲＴの開業（令和5年8月～）

(新)　主要停留場への乗降補助誘導員や軌道敷横断箇所への交通誘導員の配置

(拡)　ＪＲ宇都宮駅西側ＬＲＴの事業化の推進

②　幹線公共交通等（バス・地域内交通）の充実 363,004 千円

(新)　ＪＲ宇都宮駅東側のＬＲＴ開業と合わせたバス路線再編に伴う新設路線の

運行

・ 　ＪＲ宇都宮駅西側のＬＲＴ整備を見据えたバス路線再編の検討

(拡)　ＮＣＣ形成に寄与するバス路線への運行支援の拡大

・ 　地域内交通の運行支援　　(新)明保地区

③　公共交通の利便性向上と利用促進 444,372 千円

(拡)　「街ナカ」まで500円以内とするＬＲＴ・バス・地域内交通間での「乗継

割引制度」の拡充

　　ＬＲＴ⇔地域内交通：200円割引　　ＬＲＴ⇔バス：100円割引

(拡)　公共交通利用促進運動「MOVE　NEXT　UTSUNOMIYA」の実施

　　ＬＲＴ・再編バス路線沿線住民等へのモビリティマネジメント

　　新中学1年生へのｔｏｔｒａ配付

　　企業と連携したエコ通勤の促進

(拡)　電動アシスト自転車・電動キックボードのシェアリングサービスの実証実

験の拡大

　　中心市街地及びＬＲＴ沿線地区

７　道路ネットワークの構築

①　都市計画道路の整備 714,240 千円

・ 　宇都宮日光線(一条)，産業通り(陽東Ⅰ，陽東Ⅱ，大和)，鶴田宝木線，塙

田平出線の整備

②　道路新設改良の推進 1,754,410 千円

・ 　（仮称）大谷スマートインターチェンジの整備
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１　共に支え合う地域づくりの推進

①　包括的な相談体制の構築 815,912 千円

(新)　身近な場所で属性や世代を問わず相談を受けるため，地域包括支援センタ

ーなど市内30か所に「共生型の相談窓口」を設置

(新)　妊産婦・子育て世帯・子どもへの相談支援強化を図るため，「こども家庭

センター」を設置するとともに，市内5か所の保健福祉拠点に「こども家庭

センターの相談窓口」を開設〔再掲〕

(拡)　障がい者生活支援センターの増設　　　4か所　→　5か所

②　多機関協働による包括的支援（重層的支援）の実施 571,294 千円

(新)　複雑化・複合化した事例の解決に向け，医師や精神保健福祉士など専門的

な見地から支援プランを作成

(新)　タブレット端末等のＩＣＴ機器を活用した支援プランの作成や重層的支援

会議等の開催

(新)　アウトリーチによるひきこもり等の潜在的相談者の発見と伴走的な支援の

実施

(拡)　複雑化・複合化した生活福祉課題に対応するため市社会福祉協議会の相談

支援機能を強化

(新)　生活困窮者等の地域活動や就労体験へのマッチング事業の実施

(新)　ひきこもり回復期の若者の就労や自立に向けた活動支援プログラムの実施

〔再掲〕

(新)　地域内の社会資源のデータ整理・活用方法の検討

２　地域で安心して暮らせる環境の充実

①　高齢者の生きがいづくりの推進 182,547 千円

・ 　外出支援事業や地域活動支援ポイント事業などの実施

②　認知症対策の充実 25,211 千円

(新)　認知症を原因とする事故等の被害を補償するための保険制度の創設

(新)　認知症の人のはいかい時の早期発見につなげるための捜索支援アプリの導

入や見守りグッズの作成

③　障がい者の地域生活の充実 1,685,688 千円

(新)　重度障がい者が自家用車で移動する際の燃料費を助成　　　6,000円/年

④　生活困窮者の自立支援 130,795 千円

(拡)　生活困窮世帯の子どもへの学習支援の実施

◇ 絆を深め，共に支え合う「地域共生社会」の構築
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⑤　成年後見制度の利用促進 20,208 千円

(新)　市民が安心して成年後見制度を利用できるよう，相談から支援につながる

仕組みをコーディネートする中核機関の設置

(新)　市民後見人を養成するための研修会の実施

３　からだとこころの健康づくりの推進

①　健康づくりの推進 542,839 千円

・ 　健康ポイント事業の実施

・ 　外出支援事業や地域活動支援ポイント事業などの実施〔再掲〕

②　健康診査の受診促進 1,224,850 千円

・ 　インターネット及びコールセンターによる集団健診の予約受付を実施

③　歯・口腔の健康づくりの推進 35,085 千円

(拡)　20歳，25歳，80歳，85歳における歯科健診の実施

　　20歳への歯科健診無料クーポン券の配布

４　感染症対策の推進 1,631,812 千円

・ 　感染症のまん延を未然に防止するための取組や予防接種を実施

(新)子宮頸がん9価ワクチンの定期予防接種化

５　安心して医療を受けられる環境の充実 646,230 千円

(新)　感染症対策の強化に向けた夜間休日救急診療所の改修

６　協働によるまちづくりの推進 154,132 千円

・ 　まちづくり活動に参加した市民や企業にポイントを付与する「まちづくり

活動応援事業」の実施

(新)　これからの自治会のあり方検討や活動の活性化に向けた自治会シンポジウ

ムの開催

(拡)　地域デジタル化に向けたスマホ講座の実施

(新)　若い世代のまちづくり活動への参加促進を図るための仕組みの検討

７　女性の活躍推進 153,382 千円

・ 　本社機能移転・オフィス企業の立地に対する支援〔再掲〕

(新)　就職や再就職，リスキリングを希望する女性を対象としたデジタルスキル

習得・就労支援の実施

(新)　Ｇ７を契機とした男女共同参画推進フォーラムの開催

(新)　中小企業における女性活躍促進のためのリーフレット作成，経営者を対象

としたセミナーの実施
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８　ワーク・ライフ・バランスの推進 2,783 千円

・ 　男性の育児休業取得促進のためのリーフレット作成，経営者や従業員を対

象としたセミナーの実施

９　地域とともにある学校づくりの推進 38,426 千円

・ 　魅力ある学校づくり地域協議会の活動推進

(新)　学校運営協議会（コミュニティ・スクール）に関する意見交換会の実施

１　産業の集積と振興

①　次世代イノベーションの推進 47,163 千円

(拡)　市内中核企業とスタートアップによる共創プロジェクトの事業化を

伴走支援

②　企業立地・定着の促進 355,799 千円

(拡)　企業立地等支援補助金における重点分野の拡充

　　半導体関連産業や蓄電池産業を大規模上乗せの対象に追加

(新)　新たな産業団地の確保に向けた調査の実施

(新)　「宇都宮市リーディング企業」等による交流会の開催

２　雇用の創出と安定 56,676 千円

(新)　市内企業が実施する新卒採用者等への奨学金返還支援を助成〔再掲〕

・ 　高校生を対象とした将来の市内就職促進事業（じぶん×未来フェア）の実

施

・ 　求職者を対象とした就職マッチング事業の実施

３　中小企業振興の推進

①　中小企業経営の支援 11,049 千円

(新)　本市助成制度や国等の助成制度の活用可能性を自動診断できるシステムの

運用

(拡)　「うつのみやデジタルスクエア」による各種団体への支援

(新)　中小企業における女性活躍促進のためのリーフレット作成，経営者を対象

としたセミナーの実施〔再掲〕

②　起業家創出・育成事業の推進 17,946 千円

・ 　宇都宮ベンチャーズの運営

◇ 人・モノ・情報が行き交う「地域経済循環社会」の構築
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③　中小企業事業資金貸付金 21,000,000 千円

(新)　カーボンニュートラルに取り組む中小企業の資金繰りへの支援

④　中小企業信用保証料等の助成 396,105 千円

４　市場機能の充実 137,224 千円

(新)　中央卸売市場賑わいエリアの整備

５　農業の生産力の向上

①　多様な担い手の育成 226,290 千円

・ 　担い手への農地集積・集約化に取り組む地域等への機構集積協力金の交付

・ 　荒廃農地の未然防止を図る「農地の守り手・支え手」への支援の実施

②　競争力ある農業生産体制の構築 214,125 千円

(拡)　ドローン導入によるスマート農業の推進に向けた支援

(拡)　省エネ設備導入による低コスト化に向けた支援

(新)　低コスト施肥技術の実証への支援

③　生産性の高い土地基盤の整備 333,985 千円

・ 　大区画化等の水田再整備を推進

・ 　防災重点農業用ため池の防災工事に向けた実施計画の策定

④　農地の保全活動の推進 213,682 千円

(新)　農地等の保全活動に取り組む組織の広域協定に基づく事務局運営に対する

支援

６　農産物の販売力の向上 23,030 千円

(新)　インターネットでの宇都宮産農産物のＰＲ及び販路拡大

７　森林の適正管理の推進 71,758 千円

(新)　林業事業体の経営基盤強化に向けた高性能林業機械等導入などへの助成

(拡)　林道・作業道整備への助成額の拡充

(新)　高校生・大学生向けに林業体験機会の創出

８　東京圏等からの移住定住の促進

①　都市ブランド戦略の推進 114,989 千円

・ 　多様なメディアを活用した都市ブランド・移住定住プロモーションの実施

〔再掲〕

②　移住定住促進策の充実 116,747 千円

(新)　東京圏への通勤・通学に係る交通費の助成〔再掲〕

・ 　移住定住相談窓口の運営〔再掲〕
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③　本社機能移転・オフィス企業の立地に対する支援 8,881 千円

・ 　本社機能移転・オフィス企業の立地に対する支援〔再掲〕

④　移住・雇用支援の充実 12,474 千円

(新)　市内企業が実施する新卒採用者等への奨学金返還支援を助成〔再掲〕

⑤　住宅の確保に対する支援 133,458 千円

(拡)　東京圏からの移住者への住宅取得補助額の拡充〔再掲〕

９　大谷地域の振興

①　観光・産業の振興 736,804 千円

(新)　大谷地域の活性化に向けたエリアマネジメントの検討の実施

(新)　旧大谷公会堂などを活用した観光周遊拠点施設の開業（令和5年11月～）

(新)　大谷地域における修景・景観アイテムを活用した美観づくりの推進

(新)　大谷公園の再整備に向けた実施設計の実施

(拡)　グリーンスローモビリティの運用，パークアンドバスライドの実施

②　大谷石文化の魅力発信 11,813 千円

(新)　石のまちシンポジウムの開催

③　道路環境の整備 438,390 千円

・ 　（仮称）大谷スマートインターチェンジの整備〔再掲〕

10　ＭＩＣＥ誘致の推進 47,749 千円

・ 　ＭＩＣＥ開催支援補助金による誘致

(拡)　開催地決定権を持つキーパーソンの招聘によるファムツアーの実施

(新)　県外自治体等と連携した商談会への参画

(新)　セールスツール造成などによる開催地としての魅力創出

(新)　宇都宮駅東口地区の賑わい創出に向けたイベント等開催

11　魅力ある観光と交流の促進

①　自転車の国際レースの開催による誘客 230,000 千円

(拡)　ジャパンカップサイクルロードレースの第30回記念大会の開催

②　スポーツを活用した地域活性化 116,475 千円

　「FIBA 3ｘ3 ワールドツアーうつのみやオープナー 2023」の開催

(拡)女子エキシビジョンゲームの実施

(新)　関東地区の小学生を対象とした3ｘ3ジュニアカップの開催

(拡)　3ｘ3の本市代表小学生チームをスイスへ派遣

(新)　スポーツツーリズム推進体制の構築に向けた調査の実施

③　観光セールスの強化・観光交流の促進　 154,245 千円

(新)　旅行情報誌とインフルエンサーを連携させた観光プロモーションの実施
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(新)　新たな観光プロモーション動画の制作

(新)　ナイトタイムや駅東エリアの魅力を創出するための民間事業者の取組支援

(新)　森林公園の再整備に向けた民間事業者の募集選定

(新)　ろまんちっく村の再整備に向けた劣化状況調査の実施

12　まちなかの活性化 89,167 千円

(拡)　居心地の良い空間づくりに向けたプレイスメイキングうつのみやの推進

(新)　中心市街地における若者の活動・交流拠点機能の創出

13　おもてなしの向上 479,533 千円

(拡)　公共施設等におけるＷｉ-Ｆｉ通信環境の整備

　　市民活動センター，ＬＲＴ

(新)　ＬＲＴ沿線や観光拠点等における多機能型デジタルサイネージの設置促進

・ 　公共施設におけるトイレの洋式化・バリアフリー化の推進

清原地区市民センターなど27施設

14　文化の創造・活用の推進

①　歴史文化資源の保存・活用 76,186 千円

(新)　文化財保存活用地域計画の策定

(新)　飛山城跡の復元建物屋根改修工事や大手木橋架替えの実施設計

(新)　旧篠原家住宅主屋耐震補強の実施設計

１　ＳＤＧｓ未来都市の推進 105,411 千円

(新)　ＳＤＧｓ人づくりプラットフォームを通じた事業所・団体間の連携促進な

どＳＤＧｓ推進につながる取組の表彰の実施

・ 　公共施設等におけるＳＤＧｓラッピングシールによる周知啓発の実施

２　脱炭素化の推進 1,705,633 千円

(新)　2050年カーボンニュートラルの実現に向け，産学官協働の取組を推進する

ための「（仮称）うつのみやゼロカーボン推進協議会」の運営

(新)　脱炭素先行地域における取組の実現に向けた支援業務の実施

(新)　脱炭素先行地域内の公共施設等に民間事業者を活用した太陽光発電等の導

入

◇ ＣＯ２排出量を実質ゼロとする「脱炭素社会」の構築

＜総額 20億円余（前年度比＋14億円余）＞
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(新)　市民の環境配慮行動の促進に向けたポイント付与制度のモデル事業の実施

(新)　市内事業者の温室効果ガス排出量削減目標設定等に対する支援の実施

(新)　公共交通の脱炭素化を促進するため，路線バス・地域内交通・タクシーの

ＥＶ化等に対する助成制度を創設

　　電気バス　　補助率：補助対象経費の1/2または事業者負担の2/3

　　　　　　　　補助上限額：車両2,500万円/台など

　　電気タクシー　　補助率：補助対象経費の1/3または事業者負担の1/2

　　　　　　　　　　補助上限額：車両133万円/台など

(新)　カーボンニュートラルに取り組む中小企業の資金繰りへの支援〔再掲〕

・ 　公共施設のＬＥＤ化の推進

(新)平石・清原地区市民センターなど27施設

(新)　ＥＳＣＯ事業を活用した道路照明や公園外灯等のＬＥＤ化の推進

(拡)　公用車のＥＶ化の推進

３　「もったいない運動」の推進　 6,211 千円

・ 　もったいない運動市民会議と連携したカーボンニュートラルの理解促進

４　ごみの減量化・資源化の推進 72,407 千円

(新)　充電式電池などのステーション収集の実施

(拡)　家庭用生ごみ処理機設置費への補助上限額の引き上げ

　　電動式　：補助上限額3万円　→　4万円

　　非電動式：補助上限額5千円　→　6千円

５　廃棄物の適正処理の推進 154,668 千円

・ 　一般廃棄物処理施設基本構想の策定

・ 　東横田清掃工場の解体工事（令和5～7年度）

１　スーパースマートシティの市民理解の促進 12,200 千円

・ 　デジタルコンテンツ等を活用したスーパースマートシティの理解促進

２　スマート窓口の実現

①　行政手続のオンライン化の促進 23,939 千円

(拡)　電子申請共通システムのキャッシュレス決済機能等の拡充

◇ 「デジタル」の活用・本市ＤＸの実現

＜総額 18億円余（前年度比＋4億円余）＞
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(拡)　公共施設予約・案内システムのキャッシュレス決済機能等の拡充

(新)　インターネット銀行を新たに収納代理金融機関に指定

②　窓口サービスのＤＸ推進 94,775 千円

(新)　マイナンバーカードや運転免許証を活用した自動印字等により行政手続の

簡素化を図る「書かない窓口システム」の導入

(新)　窓口へのタブレットの導入

(拡)　窓口混雑状況配信サービスを全ての地域行政機関で実施

(拡)　保育料のコンビニ収納，キャッシュレス収納の導入　

(新)　図書館における電子書籍サービスの本格実施

３　デジタルデバイド対策・デジタル人材育成 961,728 千円

(拡)　地域デジタル化に向けたスマホ講座の実施〔再掲〕

(新)　身近な地域でスマートフォンの使い方等をサポートする「宮デジサポータ

ー」の養成

(拡)　「うつのみやデジタルスクエア」による各種団体への支援〔再掲〕

(新)　就職や再就職，リスキリングを希望する女性を対象としたデジタルスキル

習得・就労支援の実施〔再掲〕

４　デジタル社会基盤の強化 201,973 千円

(新)　民間施設等におけるマイナンバーカード申請サポートの実施

(拡)　公共施設等におけるＷｉ-Ｆｉ通信環境の整備〔再掲〕

　　市民活動センター，ＬＲＴ

(新)　ＬＲＴ沿線や観光拠点等における多機能型デジタルサイネージの設置促進

〔再掲〕

５　業務のデジタル変革 184,954 千円

(新)　マイナンバーカードの活用による医療機関受診時の生活保護受給状況確認

のオンライン化

(拡)　庁内におけるＡＩ・ＲＰＡなどデジタルツールの活用・拡充

(新)　先導的・横断的行政ＤＸに資する実証実験の実施

(新)　水道管路ＡＩ劣化診断業務の実施

６　庁内ＤＸ人材の育成・確保 24,712 千円

(新)　全庁的なＤＸ実現に向けたＣＩＯ補佐官の任用

(拡)　専門家等によるＤＸ推進部門職員の育成

(新)　全職員を対象としたＤＸリテラシー研修の実施
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(新)　kintone（ノーコードシステム開発サービス）を活用した人材の発掘・育

成

７　スマートワークの実現 276,544 千円

(新)　本庁舎における執務室環境の改善

(新)　庁内電話ネットワークの再構築・スマート電話の導入

(新)　庁内における職員間コミュニケーションツールの導入

(新)　災害対応用スマートフォンの配備

８　データの利活用 46,712 千円

(新)　データ利活用促進に向けた人材の育成・モデル事業の実施

(拡)　都市計画情報の３Ｄデータの充実

(新)　オープンデータニーズ調査の実施

１　地域の安全対策の推進

①　防犯対策の推進 195,370 千円

・ 　自治会などによるＬＥＤ防犯灯や防犯カメラ設置への助成

(新)　ＪＲ宇都宮駅東口周辺防犯カメラ更新工事

②　交通安全教育の推進 22,274 千円

(新)　ＬＲＴ交通安全啓発動画のＳＮＳ広告への掲載

③　住宅地等の防災・減災対策の強化　 677,273 千円

(新)　盛土規制法の施行に基づく規制区域の指定等に向けた基礎調査

(新)　大規模盛土造成地の滑動崩落防止工事の実施（令和5～7年度）

　　叶谷地区，横山地区，鶴田地区

(拡)　住宅耐震診断費用の無償化〔再掲〕

④　急傾斜地の整備 70,845 千円

・ 　八幡山公園の急傾斜地崩壊危険区域及び土砂災害警戒区域の崩壊防止工事

の実施

　　大曽2丁目，上大曽町

⑤　地域防災体制の充実　 646,210 千円

・ 　消防団詰所の建替工事の実施

(新)平石分団，豊郷分団，雀宮分団，上河内分団，河内西分団

◇ 安全・安心なまちづくりの推進
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２　感染症に対応する体制整備・強化 130,726 千円

(新)　感染症対策の強化に向けた夜間休日救急診療所の改修〔再掲〕

３　総合的な治水・雨水対策における「流す」取組 3,248,196 千円

・ 　都市基盤河川整備

　　奈坪川（東町工区）

・ 　準用河川整備

　　越戸川（久部街道工区，産業通り（陽東）工区），大久保谷地川，鎧川

　　など

４　総合的な治水・雨水対策における「貯める」取組 185,238 千円

・ 　貯留浸透施設等の整備に向けた調査の実施

・ 　田んぼダムの普及促進（田川流域）

１　自主財源の積極的な確保

①　収納対策の強化 63,813 千円

(拡)　市税・国民健康保険税等の口座振替受付サービスを全ての地域行政機関で

実施

(拡)　電子申請共通システムのキャッシュレス決済機能等の拡充〔再掲〕

(拡)　公共施設予約・案内システムのキャッシュレス決済機能等の拡充〔再掲〕

(拡)　保育料のコンビニ収納，キャッシュレス収納の導入〔再掲〕

(新)　インターネット銀行を新たに収納代理金融機関に指定〔再掲〕

②　ふるさと宇都宮応援寄附事業の促進 歳入620,000 千円

(拡)　ふるさと納税のプロモーション・返礼品開拓等を担う事業者の拡大

　　1事業者　→　2事業者

③　未利用地処分の推進 歳入21,008 千円

・ 　未利用地処分による収入を計画的に基金へ積立て

　　土地売却　立伏町地内など7件

２　資産管理の適正化

①　公有財産の適正管理 3,090,670 千円

・ 　公共施設等の長寿命化に向けたコア抜き調査の実施

(新)本庁舎議会棟や清原体育館など6施設

・ 　公共施設の長寿命化の推進

◇ 行政経営基盤の強化
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・ 　公共施設のＬＥＤ化の推進〔再掲〕

(新)平石・清原地区市民センターなど27施設

(新)　議会棟本会議場等における音響・映像設備の改修

②　公共施設利用環境の充実 374,270 千円

・ 　行政窓口における手数料のキャッシュレス決済の実施

・ 　公共施設におけるトイレの洋式化・バリアフリー化の推進〔再掲〕

(新)清原地区市民センターなど27施設

３　政策立案機能の強化 53,359 千円

(拡)　「まちづくり好循環プロジェクト」や「うつのみや未来創造プロジェクト」

の推進

(拡)　データ利活用の促進やＥＢＰＭの推進など市政研究センターの高度化・機

能強化

(新)　中核市サミットの開催

４　自律行動型職員の育成 41,688 千円

(新)　全庁的なＤＸ実現に向けたＣＩＯ補佐官の任用〔再掲〕

(新)　専門家等によるＤＸ推進部門職員の育成〔再掲〕

(新)　全職員を対象としたＤＸリテラシー研修の実施〔再掲〕

(新)　データ利活用促進に向けた人材の育成〔再掲〕

５　事務事業の見直し（削減額3億4千万円余）

　P.81～82参照
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１ 歳入 

  自主財源 

 

 

 

 

 

◇ 市税は，給与所得や企業収益などの増に伴う個人・法人市民税の増な

どにより，前年度当初予算に対し，２３億円余増の９３９億円余を計上

しました。 

◇ 分担金及び負担金は，クリーンパーク茂原の火災対応経費に係る他市

町からの負担金の増などにより，２億円余増の１７億円余を計上しまし

た。 

◇ 諸収入は，中小企業事業資金貸付金元金収入の増などにより，５３億

円余増の２３７億円余を計上しました。 

 

 

  依存財源 

 

 

 

 

 

◇ 地方消費税交付金は，国の消費税収入額の増額により，１４億円余増

の１４７億円を計上しました。 

◇ 地方交付税は，市税等の増加に伴い，普通交付税の交付が減となるこ

とから，７億円余減の１４億円を計上しました。 

◇ 国庫支出金は，宇都宮駅東口整備事業の終了やＬＲＴ整備事業費の減に

伴う補助金の減などにより，３２億円余減の３９８億円余を計上しまし

た。 

◇ 県支出金は障がい者自立支援費負担金やこども医療費補助金の増など

により，６億円余増の１６２億円余を計上しました。 

◇ 市債は，１１５億円余減の１０８億円余を計上しました。内訳では，

宇都宮駅東口整備債やＬＲＴ整備債の減などにより建設事業債は９０億

円余減の１０３億円余，地方交付税の振り替わりである臨時財政対策債

は２５億円余減の５億円余を計上しました。 

一 般 会 計 予 算 の 概 要 

 自主財源は，前年度当初予算に対し，７７億円余，６．３％増の

１，３１０億円余を計上し，歳入全体に占める割合は，５９．８％となり

ました。 

 依存財源は，前年度当初予算に対し，１３３億円余，１３．２％減の

８７９億円余を計上し，歳入全体に占める割合は，４０．２％となりまし

た。 
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◆　歳入 （単位：千円，％）

当初予算 構成比 当初予算 構成比 増　減 増減比

自　主　財　源 131,029,002  59.8 123,287,620  54.9 7,741,382 6.3

 1 市税 93,911,000  42.9 91,573,000  40.8 2,338,000 2.6

　 市民税 42,507,033  19.4 41,029,456  18.3 1,477,577 3.6

　　① 個人市民税 34,779,600  15.9 33,481,324  14.9 1,298,276 3.9

　　② 法人市民税 7,727,433   3.5 7,548,132   3.4 179,301 2.4

　 固定資産税 37,217,693  17.0 36,723,514  16.4 494,179 1.3

　 たばこ税 3,672,380   1.7 3,455,525   1.5 216,855 6.3

　 その他 10,513,894   4.8 10,364,505   4.6 149,389 1.4

 2 分担金及び負担金 1,746,641   0.8 1,533,726   0.7 212,915 13.9

 3 使用料及び手数料 2,989,338   1.4 3,112,965   1.4 ▲ 123,627 ▲ 4.0

 4 財産収入 227,103   0.1 458,221   0.2 ▲ 231,118 ▲ 50.4

 5 繰入金 7,232,531   3.3 7,091,275   3.2 141,256 2.0

 6 諸収入 23,796,942  10.9 18,477,332   8.2 5,319,610 28.8

 7 その他の自主財源 1,125,447   0.5 1,041,101   0.4 84,346 8.1

依　存　財　源 87,950,998  40.2 101,312,380  45.1 ▲ 13,361,382 ▲ 13.2

 8 法人事業税交付金 1,445,000   0.7 1,356,000   0.6 89,000 6.6

 9 地方消費税交付金 14,700,000   6.7 13,251,000   5.9 1,449,000 10.9

10 地方特例交付金 606,000   0.3 617,000   0.3 ▲ 11,000 ▲ 1.8

11 地方交付税 1,400,000   0.6 2,151,000   1.0 ▲ 751,000 ▲ 34.9

　  普通交付税 900,000   0.4 1,651,000   0.7 ▲ 751,000 ▲ 45.5

　  特別交付税 500,000   0.2 500,000   0.2 0 0.0

12 国庫支出金 39,848,948  18.2 43,069,574  19.2 ▲ 3,220,626 ▲ 7.5

13 県支出金 16,268,950   7.4 15,614,906   6.9 654,044 4.2

14 市債 10,882,100   5.0 22,429,900  10.0 ▲ 11,547,800 ▲ 51.5

　  建設事業債 10,364,100   4.7 19,375,900   8.6 ▲ 9,011,800 ▲ 46.5

　  臨時財政対策債 518,000   0.2 3,054,000   1.4 ▲ 2,536,000 ▲ 83.0

15 その他の依存財源 2,800,000   1.2 2,823,000   1.2 ▲ 23,000 ▲ 0.8

歳 入 合 計 218,980,000 100.0 224,600,000 100.0 ▲ 5,620,000 ▲ 2.5

※市税のその他は，軽自動車税，鉱産税，入湯税，事業所税，都市計画税の合計額
※その他の自主財源は，寄附金，繰越金の合計額
※その他の依存財源は，地方譲与税，利子割交付金，配当割交付金，株式等譲渡所得割交付金，
　 ゴルフ場利用税交付金，環境性能割交付金，国有提供施設等所在市町村助成交付金，
   交通安全対策特別交付金の合計額
※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しない場合があります。

区　　分
令和５年度 令和４年度 比　較
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２ 性質別歳出 

  消費的経費 

 

 

 

 

 

 

◇ 義務的経費は，児童手当給付対象者数の減や特例給付の見直しによる

児童手当給付費が減となる一方で，障がい者自立支援費や私立保育所の

増に伴う私立保育園費の増などにより，扶助費が２５億円余の増となるこ

とから，前年度当初予算に対し，１９億円余増の１，０５１億円余を計

上しました。 

 

◇ その他の消費的経費は，国民体育大会開催費の減などにより補助費等

が１１億円余の減となる一方で，中小企業事業資金貸付金の増などによ

り貸付金が４９億円余の増となるほか，重層的支援体制の整備に伴い，

地域包括支援センターの運営に係る経費を一般会計で計上したことなど

により物件費が２４億円余の増となることから，前年度当初予算に対し，

６０億円余増の８７９億円余を計上しました。 

 

 

  投資的経費 

 

 

 

 

 

 

◇ 投資的経費は，道路や河川など継続的に整備を進める事業費のほか，

体育施設の整備や中学校校舎の長寿命化，盛土対策などの事業費を確保

する一方で，宇都宮駅東口整備事業の終了やＬＲＴ整備事業費の減などに

より減額となりました。  

 

 

 消費的経費は，前年度当初予算に対し，７９億円余，４．３％増の

１，９３１億円余を計上し，歳出全体に占める割合は，８８．２％となり

ました。 

投資的経費は，前年度当初予算に対し，１３５億円余，３４．５％減の

２５８億円余を計上し，歳出全体に占める割合は，１１．８％となりまし

た。 
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◆　性質別歳出 （単位：千円，％）

当初予算 構成比 当初予算 構成比 増　減 増減比

193,171,604  88.2 185,215,977  82.5 7,955,627 4.3

105,185,166  48.1 103,278,499  46.0 1,906,667 1.8

 (1) 人件費 29,946,921 13.7 31,027,837  13.8 ▲ 1,080,916 ▲ 3.5

 (2) 扶助費 62,787,750  28.7 60,228,138  26.8 2,559,612 4.2

 (3) 公債費 12,450,495   5.7 12,022,524   5.4 427,971 3.6

87,986,438  40.1 81,937,478  36.5 6,048,960 7.4

 (1) 物件費 32,969,842  15.0 30,476,948  13.6 2,492,894 8.2

 (2) 補助費等 17,165,669   7.8 18,270,478   8.1 ▲ 1,104,809 ▲ 6.0

 (3) 積立金 423,627   0.2 437,058   0.2 ▲ 13,431 ▲ 3.1

 (4) 貸付金 21,174,353   9.7 16,186,794   7.2 4,987,559 30.8

 (5) 繰出金 12,484,824   5.7 12,605,474   5.6 ▲ 120,650 ▲ 1.0

 (6) その他 3,768,123   1.7 3,960,726   1.8 ▲ 192,603 ▲ 4.9

25,808,396  11.8 39,384,023  17.5 ▲ 13,575,627 ▲ 34.5

25,710,727  11.7 39,307,004  17.5 ▲ 13,596,277 ▲ 34.6

10,318,353   4.7 17,364,524   7.7 ▲ 7,046,171 ▲ 40.6

15,392,374   7.0 21,942,480   9.8 ▲ 6,550,106 ▲ 29.9

4   0.0 4   0.0 0 0.0

97,665   0.1 77,015   0.0 20,650 26.8

218,980,000 100.0 224,600,000 100.0 ▲ 5,620,000 ▲ 2.5

※その他は，維持補修費，出資金，予備費の合計額

【投資的経費の当初予算の推移】 （単位：千円）

うち普通建設事業

（1）補助事業

（2）単独事業

比　較
区　　分

 ２ その他の消費的経費

投　資　的　経　費

消　費　的　経　費

 １ 義務的経費

令和５年度 令和４年度

15,392,374

歳　出　合　計

 ３ 普通建設事業

 ４ 災害復旧事業

 ５ 県営事業負担金

    (1) 補助事業

    (2) 単独事業

区　　分

　投資的経費

令和５年度

25,808,396

25,710,727

10,318,353

令和４年度

39,384,023

39,307,004

17,364,524

21,942,480

令和３年度

39,191,575

39,153,120

22,892,006

16,261,114
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３ 目的別歳出 

 

◇ 民生費は，障がい者自立支援費や老人いきがい対策費の増などにより，

２１億円余増の８７３億円余を計上しました。 

◇ 衛生費は，感染症予防費や出産・子育て応援給付金事業費の増などによ

り，８億円余増の１７５億円余を計上しました。 

◇ 農林水産業費は，園芸作物生産振興費や農業施設整備費の増などにより，

４億円余増の２６億円余を計上しました。 

◇ 商工費は，中小企業融資制度預託金の増などにより，４５億円余増の  

２３７億円余を計上しました。 

◇ 土木費は，盛土対策費や準用河川整備費が増となる一方で，宇都宮駅東

口整備費やＬＲＴ整備推進費の減などにより，１３６億円余減の２７８億

円余を計上しました。 

◇ 教育費は，体育施設等整備費や星が丘中学校校舎長寿命化改修工事の実

施による中学校整備費が増となる一方で，国民体育大会開催費の減などに

より，７億円余減の２２４億円余を計上しました。 

 

◆　目的別歳出 （単位：千円，％）

当初予算 構成比 当初予算 構成比 増　減 増減比

  1 議会費 941,485 0.4 907,303   0.4 34,182 3.8

  2 総務費 17,853,454 8.2 17,677,520   7.9 175,934 1.0

  3 民生費 87,337,064 39.9 85,211,483  37.9 2,125,581 2.5

  4 衛生費 17,580,211 8.0 16,732,044   7.4 848,167 5.1

  5 労働費 67,087 0.0 55,703   0.0 11,384 20.4

  6 農林水産業費 2,693,092 1.2 2,265,872   1.0 427,220 18.9

  7 商工費 23,735,323 10.8 19,214,256   8.6 4,521,067 23.5

  8 土木費 27,809,485 12.7 41,484,646  18.5 ▲ 13,675,161 ▲ 33.0

  9 消防費 5,814,429 2.7 5,612,900   2.5 201,529 3.6

 10 教育費 22,497,709 10.3 23,215,584  10.3 ▲ 717,875 ▲ 3.1

 11 災害復旧費 4 0.0 4   0.0 0 0.0

 12 公債費 12,450,646 5.7 12,022,683   5.4 427,963 3.6

 13 その他 200,011 0.1 200,002   0.1 9 0.0

歳　出　合　計 218,980,000 100.0 224,600,000 100.0 ▲ 5,620,000 ▲ 2.5

※その他は，諸支出金，予備費の合計額

区　　分
令和５年度 令和４年度 比　較
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４ 市債の状況 

 

 市債は，建設事業債等を１０８億円余発行しますが，発行額を元金償還額

１１９億円以内としたことにより，一般会計の令和５年度末市債残高は，前

年度末残高に対し，１０億円余減の１，４０５億円余となる見込みです。 

 

【一般会計の市債発行額】               （単位：百万円） 

区  分 令和５年度 令和４年度 増 減 

市 債 発 行 額 10,882 22,430 (23,045) ▲ 11,548

 建 設 事 業 債 10,364 19,376 (22,102) ▲ 9,012

 臨時財政対策債 518 3,054 (943) ▲ 2,536

元 金 償 還 額 11,921 11,639 (11,647)  282

公 債 費 負 担 比 率 10.8％ 10.8％  0.0 ﾎﾟｲﾝﾄ

* 令和４年度の（ ）内は３月補正後の見込み 

【一般会計の市債残高】               （単位：百万円） 

区  分 令和５年度末 令和４年度末 増 減 

年 度 末 残 高 140,541 141,580 ▲ 1,039

 建 設 事 業 債 106,658 104,373 2,285

 臨時財政対策債 31,903 34,960 ▲ 3,057

 減 収 補  債 等 1,980 2,247 ▲ 267

* 令和４年度は３月補正後の見込みを含む「当初予算額」+「補正額」+「令

和３年度からの繰越額」 

 

５ 基金の状況 

 

基金は，財政調整基金を１５億円，減債基金を３０億円余，公共施設等整

備基金を１９億円余活用し，合計で６４億円余を取り崩すこととしました。 

なお，財源調整のための３基金の令和５年度末残高の合計は，１２８億円

余となる見込みです。 

 

【財源調整３基金の取崩額】             （単位：百万円） 

区   分 令和５年度 令和４年度 増 減 

財 政 調 整 基 金 1,500 1,500 (7,449) 0

減 債 基 金 3,001 1 (1) 3,000

公共施設等整備基金 1,979 3,100 (3,020) ▲ 1,121

取 崩 額  計 6,480 4,601 (10,470) 1,879

* 令和４年度の（ ）内は３月補正後の見込み 

【財源調整３基金の年度末残高】           （単位：百万円） 

区   分 令和５年度末 令和４年度末 増 減 

財 政 調 整 基 金 8,563 10,054 ▲1,491

減 債 基 金 3,125 6,124 ▲ 2,999

公共施設等整備基金 1,210 3,132 ▲ 1,922

年度末残高 計 12,897 19,309 ▲ 6,412

* 四捨五入の関係で内訳と合計が一致しない場合があります。 

* 令和４年度は３月補正後の見込み 
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◇ 国民健康保険特別会計は，国民健康保険事業費納付金の減などにより，６億

円余減の４７１億円余を計上しました。 

◇ 競輪特別会計は，車券発売収入の増などにより，３７億円余増の２５１億円余を

計上しました。 

 

 
（単位：千円，％）

令和５年度 令和４年度

当初予算 当初予算 増　減 増減比

1 国 民 健 康 保 険 47,149,512 47,774,000 ▲ 624,488 ▲ 1.3

2 介 護 保 険 36,137,423 36,140,244 ▲ 2,821 ▲ 0.0

母子父 子 寡婦 福祉

資 金 貸 付 事 業

4 後 期 高 齢 者 医 療 6,602,501 6,645,487 ▲ 42,986 ▲ 0.6

5 競 輪 25,158,734 21,416,719 3,742,015 17.5

6 駐 車 場 148,073 148,073 0 0.0

鶴 田 第 ２

土地区 画 整理 事業

宇 大 東 南 部 第 １

土地区 画 整理 事業

宇 大 東 南 部 第 ２

土地区 画 整理 事業

岡 本 駅 西

土地区 画 整理 事業

11 育 英 事 業 215,944 216,514 ▲ 570 ▲ 0.3

119,011,461 115,740,008 3,271,453 2.8

406,302 51,312

比　較

3 329,529 239,587 89,942 37.5

1,045,731 104,486

12.6

7 1,128,226 1,095,301 32,925 3.0

8 457,614

合　　　　　計

会　計　名

▲ 12.810 533,688 612,050 ▲ 78,362

10.09 1,150,217

 

特 別 会 計 予 算 の 概 要 

特別会計全体では，前年度当初予算に対し，３２億円余，２．８％増の

１，１９０億円余を計上しました。 
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◇ 水道事業会計は，水道施設の耐震化や老朽配水管の更新，松田新田浄水場

施設更新工事などに取り組み，４億円余増の２０６億円余を計上しました。 

◇ 下水道事業会計は，下水道施設の耐震化や老朽化対策の取組，公共下水道

の整備などに伴い，１０億円余増の２８３億円余を計上しました。 

◇ 中央卸売市場事業会計は，市場施設の機能向上を図るための再整備の事業

進捗などにより，１７億円余減の１０億円余を計上しました。 

 

（単位：千円，％）

令和５年度 令和４年度

当初予算 当初予算 増　減 増減比

1 水 道 事 業 20,659,694 20,165,104 494,590 2.5

収 益 的 支 出 9,929,475 9,635,678 293,797 3.0

資 本 的 支 出 10,730,219 10,529,426 200,793 1.9

2 下 水 道 事 業 28,376,545 27,372,521 1,004,024 3.7

収 益 的 支 出 16,011,721 15,045,542 966,179 6.4

資 本 的 支 出 12,364,824 12,326,979 37,845 0.3

3
中 央 卸 売
市 場 事 業

1,032,925 2,805,370 ▲ 1,772,445 ▲ 63.2

収 益 的 支 出 868,922 943,584 ▲ 74,662 ▲ 7.9

資 本 的 支 出 164,003 1,861,786 ▲ 1,697,783 ▲ 91.2

50,069,164 50,342,995 ▲ 273,831 ▲ 0.5

比　較

合　　　　　計

会　計　名

 

 

 

 

企 業 会 計 予 算 の 概 要 

企業会計全体では，前年度当初予算に対し，２億円余，０．５％減の

５００億円余を計上しました。 
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【記載例】

(新)：新規事業　 （　）内：前年度予算額

(拡)：拡充事業 〔　〕内：新規・拡充による増加額

○　第６次総合計画改定基本計画の推進

まちづくり好循環プロジェクトの推進
　・分野横断的な取組の推進 55,559千円 (31,941千円)

政策審議室・スーパースマートシティ推進室

事業内容 (新) 「まちづくり好循環プロジェクト」や「うつみや未来創 〔10,000千円〕

造プロジェクト」の推進

デジタルコンテンツ等を活用したスーパースマートシテ

ィの理解促進

(拡) 市政研究センターの高度化・機能強化 〔21,418千円〕 増

Ⅰ　子育て・教育の未来都市の実現に向けて
（子育て・教育・学習分野）

政策１　全ての子どもが安心して健やかに成長できる社会の実現

　施策１　結婚や妊娠・出産の希望をかなえる支援の充実
　・子育て環境プロモーションの実施

7,112千円 (3,668千円)

子ども未来課・市民課

事業内容 本市の結婚や子育てに関する支援策の周知・広報

(拡) 　若い世代に対し，ＳＮＳ等のデジタル広報等を活用し 〔3,444千円〕 増

　た本市の子育て施策等のＰＲの実施

　・結婚の希望をかなえる支援の実施
37,762千円 (36,702千円)

人口対策・移住定住推進室

事業内容 (拡) 結婚活動支援事業の充実・強化 〔2,310千円〕 増

「とちぎ結婚支援センター」の入会登録料の助成

　39歳以下：10,000円　　　40歳以上：5,000円

(拡) 結婚に伴う住宅費用や引越し費用等を助成する結婚新生 〔－千円〕 増

活支援事業の実施

　所得要件の緩和による対象拡大　

　400万円未満/世帯　→　500万円未満/世帯

主 要 事 業 一 覧
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　・安心して妊娠・出産できる環境の整備
147,702千円 (4,040千円)

子ども家庭課

事業内容 (新) 妊産婦・子育て世帯・子どもへの相談支援強化を図るた 〔143,486千円〕

め，「こども家庭センター」を設置するとともに，市内

5か所の保健福祉拠点に「こども家庭センターの相談窓

口」を開設

　母子健康手帳交付時や妊娠8か月時，出生後における

　助産師・保健師による妊婦への面接の実施やサポート

　プランの作成

　・妊娠・出産の希望をかなえる支援
773,443千円 (147,000千円)

子ども家庭課・保険年金課

事業内容 (新) 出産育児関連用品購入等の経済的負担に対する支援とし 〔352,035千円〕

て，出産・子育て応援金を支給

　母子健康手帳交付時：5万円

　こんにちは赤ちゃん訪問時：5万円

(新) 出産育児の経済的負担に対する支援として，本市独自の 〔110,356千円〕

助成金「もうすぐ３８っ子応援金」を支給

　妊娠8か月面接時：3万円

(新) 低所得の妊婦に対する初回産科受診料の助成 〔2,000千円〕

　補助上限額　1万円/人

不妊治療（生殖補助医療等）支援制度

事業内容 国民健康保険加入者に対する出産育児一時金

(拡) 　42万円　→　50万円 〔25,600千円〕 増

　・妊産婦医療費の助成 148,840千円 (129,780千円)

子ども家庭課

事業内容 妊産婦の疾病の早期発見・早期治療を促し，安心して生

み育てられるよう医療費を助成

　・妊婦健康診査の実施 289,548千円 (304,121千円)

子ども家庭課

事業内容 妊婦の健康管理，異常の早期発見を図るため，妊娠中の

健康診査費の一部を公費負担

　・産後ケア事業の実施 39,920千円 (41,095千円)

子ども家庭課

事業内容 産後うつの疑いがある母親を早期に発見し，個々の状態

に応じた支援を実施

　産婦健康診査時に「エジンバラ産後うつ検査」を実施

　産後うつの疑いがある産婦について，状況把握や支援

　プランの作成等を実施

　産科医療機関及び助産師による宿泊型・通所型・訪問

　型の3類型の産後ケアを実施
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　施策２　子育て支援の充実
　・教育・保育施設等への給付・助成

20,095,990千円 (19,245,303千円)

保育課

事業内容 幼児教育・保育の無償化の実施

　対象世帯　3～5歳児の全世帯

　　　　　　0～2歳児の住民税非課税世帯

低所得世帯への給食費（副食費）の免除等を実施

幼稚園，認定こども園，保育所等への給付・助成

　保育施設等の使用済みおむつ処分に係る経費への助成

　　児童1人当たり350円/月　

　保育士宿舎を借り上げる事業者への助成

　　補助率3/4　限度額41,250円/月

　派遣会社を利用した保育士確保への助成

　　補助率1/2　限度額49,000円/月

　医療的ケア児を受け入れる保育所等への助成

  　看護師配置5,290千円/施設

　　補助者配置2,170千円/施設

　　研修受講支援300千円/施設

　保育士等の負担軽減のために人材を活用する施設への

　助成

　一時預かり保育事業や病児保育事業等への助成

　子育て支援の充実を図るため，本市独自の助成を実施

　・教育・保育施設等の供給体制の確保
544,618千円 (1,031,383千円)

保育課

事業内容 教育・保育施設等の整備への助成

(新) 　老朽化した保育施設等の大規模修繕や遊具等の改修へ 〔123,363千円〕

　の助成

　宇都宮駅東口送迎保育ステーションの実施

　保育所等の定員を超えた児童の受け入れへの助成

　保育所等の利用定員増員への助成

事業内容 保育士等の確保・育成

(新) 　発達支援児保育研修補助金 〔4,000千円〕

　保育士宿舎を借り上げる事業者への助成〔再掲〕

　派遣会社を利用した保育士確保への助成〔再掲〕

　「とちぎ保育士・保育所支援センター」を県と共同で

　運営

　保育士等の負担軽減のために人材を活用する施設への

　助成〔再掲〕

　・宮っ子ステーション事業の推進
1,355,654千円 (1,680,389千円)

生涯学習課

事業内容 地域の方々の参加・協力を得て，体験活動などを行う「

放課後子ども教室事業」の実施

(新) 　民間活動アドバイザーの活用促進による活動内容の充 〔－千円〕

　実
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事業内容 児童の放課後の生活の場を提供する「子どもの家」の運

営

　「子どもの家」の整備　錦小学校

　・こども医療費の助成 2,421,457千円 (2,415,807千円)

子ども家庭課

事業内容 発達段階における全ての子どもに対する健康支援を行う

とともに，子育て世代の負担軽減を図るため，高校3年

生相当（18歳到達後最初の年度末まで）の子どもの医療

費を助成

　・多子世帯への支援 742,426千円 (501,133千円)

子ども未来課・保育課

事業内容 幼稚園，認定こども園，保育所等における第3子以降保

育料無償化等の実施

　第3子以降の給食費（副食費）の免除

　第3子以降の一時預かり事業等の利用料の無償化

　・子育てしやすい環境の整備 7,562千円 (1,650千円)

子ども未来課・子ども家庭課・保育課

事業内容 子育て世帯への情報提供や幼児健診のオンライン予約等

が可能な「宮っこ子育てアプリ」の運用

(新) 子ども１人でも安心して利用できる「子育てタクシー」 〔3,240千円〕

の導入支援

(新) 民間保育所等の空きスペースを活用した未就園児保育の 〔2,500千円〕

モデル事業の実施

　・子育て相談事業の充実 116,477千円 (104,249千円)

子ども家庭課・保育課・子ども発達センター

事業内容 伴走型相談支援の実施

　妊娠期から子育て期にわたる様々なニーズに対し，総

　合的な相談支援を実施

こんにちは赤ちゃん事業

　生後4か月までの乳児がいる家庭を全戸訪問し，母子

　の心身状況や養育環境の把握，子育てに関する相談や

　情報提供を実施

すこやか訪問事業

　乳幼児健康診査を受けていない家庭への訪問により，

　母子の心身の状況や養育環境を把握し，支援が必要な

　家庭の早期発見・早期支援を実施

ここほっと巡回相談事業

　幼稚園や保育園等を専門職が訪問し発達が気になる児

　童の行動観察，適切な支援方法等の助言を実施

5歳を迎える未就園児のいる世帯への家庭訪問を実施

子育てサロン事業

　子育て家庭の育児不安等を解消するため，子育てサロ

　ンを地域に設置し，相談支援等を実施
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　・児童手当・児童扶養手当の支給
9,016,296千円 (9,543,342千円)

子ども家庭課

事業内容 次世代を担う児童の健やかな成長に資するため，中学校

修了までの児童を対象に児童手当を支給

事業内容 ひとり親家庭の生活の安定と児童の健全育成に資するた

め，18歳到達後の年度末まで，ひとり親家庭の父母等に

児童扶養手当を支給

　・ひとり親家庭への支援 232,678千円 (241,854千円)

子ども家庭課

事業内容 ひとり親家庭の生活の安定のため，就労による自立を支

援する手当を支給

　就労支援　1世帯あたり月2,000円

　生活支援　1世帯あたり月3,000円

ひとり親家庭の父母等への医療費の助成　

養育費の確保を図るための公正証書作成等への支援を実

施

事業内容 ひとり親家庭の就労を促進するため，就労に有効な資格

取得や仕事と子育ての両立などについて継続的・総合的

な支援を実施

　教育訓練　受講費用の助成（修学年数×40万円，上限

　160万円）

　高等職業訓練 対象期間6月以上（最大48月）

　高等学校卒業程度認定試験合格支援　受講費用の助成

　（上限15万円）

　施策３　子ども・若者の健全育成環境の充実
　・青少年の健全育成・自立支援の推進

31,983千円 (13,398千円)

子ども未来課

事業内容 (新) 「（仮称）子どもを守る都市宣言」の制定 〔1,346千円〕

(新) 小学生に将来の仕事や夢について考える機会を提供する 〔9,522千円〕

職業体験事業の実施

「子ども食堂」等の「子どもの居場所」の開設・運営費

用への助成

　開設補助50千円，場の提供 上限120千円/年

　機能加算 上限1,470千円/年

「子ども食堂」等の「子どもの居場所」の開設や運営に

係る相談支援の実施

(新) ひきこもり回復期の若者の就労や自立に向けた活動支援 〔4,319千円〕

プログラムの実施

青少年の社会的自立を促進するため，総合相談窓口の運

営

ひきこもり本人・家族の当事者団体が実施する「ひきこ

もり本人・家族の居場所づくり事業」に対する助成

青少年自立センターおける心の専門医による支援の実施
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　・子どもの貧困対策の推進 545,373千円 (535,708千円)

生活福祉第１・２課・子ども未来課・保育課・学校管理課・生涯学習課

事業内容 (拡) 親と子どもの居場所づくり事業の実施　　5か所 〔12,330千円〕 増

教育・保育施設における低所得世帯への給食費（副食費）

の免除等を実施〔再掲〕

子どもの家を利用する生活困窮世帯児童の利用料金の減

免

小・中学生への就学援助費の支給

(拡) 　中学生の入学準備金，新入学用品 〔2,502千円〕 増

就学援助世帯へのオンライン家庭学習における通信費の

支援

(拡) 生活困窮世帯の子どもへの学習支援の実施 〔216千円〕 増

　・子どもの意見表明の機会の確保
424千円 (0千円)

子ども未来課

事業内容 (新) 子どもの意見表明の機会を提供する「イノベーション 〔424千円〕

miyaユース会議事業」の実施

　施策４　子どもを守り育てる支援の充実
　・児童虐待防止対策の推進 60,046千円 (55,831千円)

子ども末来課・子ども家庭課

事業内容 子ども家庭総合支援拠点における子育て家庭への支援を

実施

関係機関との連携・協力体制を強化するため，児童虐待

防止等ネットワーク会議を開催

養育支援が必要な家庭への訪問事業の実施

養育放棄等の状況にある要支援児童の小中学生に居場所

での支援を実施

(新) 学校や医療・福祉，地域等の関係機関との連携強化を図 〔2,901千円〕

るため，ヤングケアラーコーディネーターを新たに配置

(拡) ヤングケアラーの早期把握に向けた教職員や福祉関係者 〔－千円〕 増

等への研修の実施

(新) 児童相談所の設置に向けた検討の実施 〔512千円〕

　・医療的ケア児等の支援・受入体制の充実
99,474千円 (100,803千円)

保育課・子ども発達センター・生涯学習課・教育センター

事業内容 通所が困難な在宅の医療的ケア児等への保育士等の訪問

による療育の提供

(新) 医療的ケア児等への福祉手当の支給　　5,000円/月 〔17,236千円〕

医療的ケア児を受け入れる保育所等への助成〔再掲〕

公立保育園・子どもの家に専任の看護師を配置

在宅で医療的ケアなどを行う「在宅レスパイト事業」の

実施

　助成額7,500円／時間，利用上限48時間／年間

障がい児通園施設（かすが園）に専任の看護師を配置し

単独通園の実施

市立小中学校に在籍する医療的ケアが必要な児童・生徒

を支援するため専任の看護師を配置
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政策２　誰もが夢や希望を持ち必要な教育を享受できる社会の実現

　施策１　新たな時代に必要となる資質・能力の育成
　・小中一貫教育等の推進 605,126千円 (597,783千円)

教育企画課・学校教育課

事業内容 義務教育9年間を見通した系統的な指導等を通して，学

力保障と学校生活適応を目指す小中一貫教育や習熟度別

学習などの学力向上に向けた取組を推進

  小学校に学力向上担当を配置　　　　　 29人

  中学校に学力向上担当を配置　　　　　 42人

  ＡＬＴ（外国語指導助手）の配置       47人

　学校図書館司書を全校に配置　　　　　 94人

　・地域学校園運営の支援 20,388千円 (21,340千円)

学校管理課・学校教育課

事業内容 地域学校園事業交付金を交付

　地域学校園における特色ある取組を小中学校が連携し

　て進めるための支援

　頑張る学校プロジェクトによる特色ある学校づくりの

　ための支援

　授業力向上に関する研究による学力向上のための支援

　・宇都宮学の推進 2,360千円 (2,459千円)

学校教育課

事業内容 小学校5・6年生，中学校での「宇都宮学」の授業実施

　・ＩＣＴ活用授業の推進 906,696千円 (872,721千円)

学校管理課・学校教育課・教育センター

事業内容 ＩＣＴを活用した学習事業の実施

(拡) 　校内通信ネットワークの追加整備　（第二音楽室，第 〔53,878千円〕 増

　二理科室など）

(拡) 　ＩＣＴ支援員の育成等を担う学びのＤＸ推進リーダー 〔6,549千円〕 増

　の配置

(新) 　教員用タブレット端末等の追加配備 〔4,511千円〕

(新) 　デジタル教材（３Ｄ都市モデル等を活用したデジタル 〔220千円〕

　シティ体験）の活用

　就学援助世帯へのオンライン家庭学習における通信費

　の支援〔再掲〕

　特別支援教育就学奨励費における通信費の支給　　

　・中学校における部活動指導教員の支援
20,348千円 (14,045千円)

学校教育課・学校健康課

事業内容 部活動の維持・活性化や指導教員の負担軽減を図るため，

専門的な知識や技術指導力を備えた指導者を派遣

(拡) 　単独で指導全般が可能な部活動指導員の配置　　20人 〔3,767千円〕 増

(拡) 　専門的な技術指導を行う部活動地域指導者の配置90人 〔2,333千円〕 増
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　施策２　誰もが生き生きと学ぶ学校教育の推進
　・特別支援教育の充実 417,053千円 (405,699千円)

学校管理課・教育センター

事業内容 特別な支援を必要とする児童生徒に対するきめ細かな指

導を実施

  特別支援教室指導員の全校配置　　　　　　　　94人

　特別支援学級担当の配置                  　　28人

　要配慮学級緊急対応担当の配置　          　　18人

　医療的ケアを必要とする児童への対応〔再掲〕

　学校生活適応支援アドバイザー・相談員の配置　 3人

(拡) 　障がいのある児童生徒の就学先を決定するための就学 〔3,004千円〕 増

　相談の実施

(拡) 　特別支援教育就学奨励費の支給　　 〔96千円〕 増

　・いじめ・不登校対策の充実 36,599千円 (34,327千円)

学校教育課・教育センター

事業内容 いじめゼロ運動の推進

(新) デジタルを活用した不登校支援を行うことを特色とした 〔1,543千円〕

適応支援教室の開設

スクールソーシャルワーカーの配置　　　　 3人

(拡) スクールカウンセラーの配置　　　　 　　 32人 〔1,040千円〕 増

メンタルサポーターの全中学校への配置　　25人

　施策３　児童生徒の学びと教職員を支える学校教育環境の充実
　・学校における働き方改革の推進

113,000千円 (111,753千円)

学校管理課・学校教育課・学校健康課

事業内容 小規模な小学校の事務負担を軽減するため学級事務支援

担当を配置　16人

部活動の維持・活性化や指導教員の負担軽減を図るため，

専門的な知識や技術指導力を備えた指導者を派遣〔再掲〕

　・小・中学校の整備 3,346,274千円 (2,491,776千円)

学校管理課・学校健康課

事業内容 校舎の長寿命化改修工事

(新) 　実施設計　上河内中学校 〔15,779千円〕

(新) 　改修工事　西小学校（令和5～7年度） 〔186,859千円〕

　改修工事　星が丘中学校（令和4～6年度）

事業内容 体育館の長寿命化改修工事

(新) 　実施設計　城東小学校 〔10,244千円〕

(新) 　改修工事　西原小学校，清原南小学校 〔454,195千円〕

事業内容 体育館の改築工事

(新) 　実施設計　横川中央小学校 〔27,647千円〕

事業内容 校舎のバリアフリー化工事

(新) 　実施設計　清原中学校エレベーター棟工事 〔5,423千円〕

事業内容 (新) 校舎等のＬＥＤ化の検討 〔10,000千円〕
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事業内容 給食施設への空調機器の導入

事業内容 児童・生徒数の増加に伴う校舎増設　校舎賃借料

　新規：清原南小学校，清原中学校

　既存：晃宝小学校，瑞穂野中学校

事業内容 利用しやすいトイレ環境を整備するため，大便器の洋式

化などを計画的に実施

　体育館：錦小学校など9校

　・学校栄養士の配置 132,231千円 (122,643千円)

学校健康課

事業内容 学校における食育を推進するため，学校栄養士を全校に

配置

　・水泳授業の民間施設活用 1,741千円 (0千円)

学校健康課

事業内容 (新) 民間施設活用の可能性を探るため，水泳授業について民 〔1,741千円〕

間施設の活用を試行的に実施　

　施策４　学校・家庭・地域が相互に連携・協働した教育活動の充実
　・地域と連携した魅力ある学校づくりの推進

38,426千円 (38,238千円)

学校教育課・生涯学習課

事業内容 学校，家庭，地域，企業が一体となって，地域ぐるみの

子育てに取り組む「魅力ある学校づくり地域協議会」の

活動を支援

(新) 学校運営協議会（コミュニティ・スクール）に関する意 〔214千円〕

見交換会の実施

　・家庭・地域の教育力向上事業の推進
2,423千円 (2,275千円)

生涯学習課

事業内容 家庭教育力・地域教育力の向上のための講座や支援者研

修等の実施

　・宮っ子ステーション事業の推進[再掲]
1,355,654千円 (1,680,389千円)

生涯学習課

事業内容 地域の方々の参加・協力を得て，体験活動などを行う「

放課後子ども教室事業」の実施

児童の放課後の生活の場を提供する「子どもの家」の運

営
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　施策５　生涯にわたる学習活動の促進
　・地域での活躍につながる学習環境の充実と人材育成

43,362千円 (42,917千円)

生涯学習課

事業内容 企業や地域と連携した学習機会の充実や，地域を支える

人材の養成講座の実施

　・奨学金制度の推進 215,944千円 (216,514千円)

教育企画課

事業内容 奨学資金貸付金

　経済的な理由により高校・大学等に修学が困難な者に

　対して学資を貸付

　　大学・大学院（自宅通学）　月額35,000円

　　大学・大学院（自宅外通学）月額45,000円等

返還免除型育英修学資金貸付金

　教育費の負担軽減と本市への定住促進を図るため，大

　学等への入学者に対して学資を貸し付け，一定条件の

　もと返還を免除

　　月額20,000円　　　募集人数　20名程度

政策３　誰もが生涯を通じてスポーツを楽しむ社会の実現

　施策１　生涯にわたるスポーツ活動の推進
　・スポーツの参加機会の拡大 23,122千円 (14,127千円)

スポーツ振興課

事業内容 地域スポーツクラブの育成・支援

　地域住民が主体的に運営する地域スポーツクラブの設

　置・運営を支援　　9クラブ

　地域スポーツクラブ創設への支援　　1地区

(新) 　地域スポーツクラブがカバー地区を拡大した場合の運 〔2,000千円〕

　営費用の助成

(新) 市民のスポーツへの関わりの状況やスポーツ関係団体の 〔5,544千円〕

活動状況等の調査の実施

(拡) 第37回宇都宮マラソン大会の開催（ＬＲＴ開業記念） 〔1,500千円〕 増

　・スポーツ施設の整備 2,172,369千円 (1,305,906千円)

スポーツ振興課

事業内容 北西部地域体育施設整備に向けたコンストラクションマ

ネジメント業務，基本設計，地質調査

宮原運動公園野球場の改築工事（令和4～5年度）

(新) 宇都宮清原球場の大規模改修に向けた構造・劣化状況等 〔30,000千円〕

調査及び整備内容の検討

空調の設置

(新) 　設置工事　明保野体育館（令和5～6年度） 〔38,618千円〕

(新) 　実施設計　河内体育館・スケートセンター 〔16,249千円〕
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Ⅱ　健康・福祉の未来都市の実現に向けて
（健康・福祉・医療分野）

政策４　誰もが心身ともに健康に生活できる社会の実現

　施策１　健康づくりの推進
　・健康づくりの推進 360,292千円 (358,493千円)

保険年金課・健康増進課・子ども家庭課・学校健康課

事業内容 市民の健康づくり活動にポイントを付与するとともに，

市の施設利用券などへのポイント交換を実施

事業内容 地域・職域連携による健康づくりの推進

　働く世代の健康づくりに積極的に取り組む事業者を表

　彰

　オンラインでの健康講座等の開催

　市内大学等と連携し，ヘルシー弁当の開発等を行う「

　おうちごはんで健康提供事業」の実施

事業内容 生活習慣病予防対策の推進

　ＡＩを活用した特定健康診査未受診者への効果的な受

　診勧奨を実施

　糖尿病等の発症・重症化を予防するための特定健康診

　査・保健指導を実施

高齢者の保健事業の推進

　後期高齢者の生活習慣病重症化予防及び重複・頻回受

　診者への保健指導の実施　

事業内容 歯・口腔の健康づくりの推進

(拡) 20歳・25歳の歯科健診の実施　　 〔6,930千円〕 増

　20歳への歯科健診無料クーポン券の配布

(拡) 前年度80歳・85歳到達者への後期高齢者歯科健診の実施 〔4,844千円〕 増

子どものむし歯予防のためのフッ化物塗布事業の実施

　小学2年生まで

事業内容 がん患者への支援

　がん治療に伴う外見の補整に関する医療用補整具購入

　費用の助成

　若年者のがん患者の在宅での生活支援に関する費用の

　助成

　・健康診査の受診促進 1,224,850千円 (1,213,503千円)

健康増進課

事業内容 疾病の早期発見を図るための各種健康診査の実施

各種健康診査の受診率向上を図るための取組の実施

インターネット及びコ－ルセンタ－による集団健診の予

約受付を実施
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　・こころの健康づくりの推進 15,974千円 (15,903千円)

保健予防課

事業内容 自殺対策の推進

　大学生等や事業所を対象とした「ゲートキーパー研修

　会」を開催

　事業所を対象とした「こころの健康づくり研修会」を

　開催

　施策２　感染症対策の推進
　・感染症等対策の推進 1,631,812千円 (3,291,481千円)

保健予防課

事業内容 感染症のまん延を未然に防止するための取組や予防接種

を実施

(拡) 　子宮頸がん予防に向けた9価ワクチンの定期接種化 〔66,370千円〕 増

　子宮頸がん予防ワクチン接種の機会を逃した方のうち，

　自費で接種した方への接種費用等の助成

　昭和37～53年度生まれの男性に対する無料の風しん抗

　体検査・予防接種の実施

  ＩＣＴを活用した外国人住民への通訳支援及び感染症・

　精神保健対策の実施

事業内容 新型コロナワクチン接種の実施

新型コロナウイルス感染症に係る疫学調査の実施

　施策３　安心して医療を受けられる環境の充実
　・地域医療体制の強化 646,230千円 (390,962千円)

保健所総務課

事業内容 医療機関等との連携による医療提供体制の充実

　夜間休日救急診療所の運営等

　二次救急医療体制の維持・確保

　医療従事者の養成に対する支援

(新) 感染症対策の強化に向けた夜間休日救急診療所の改修 〔44,000千円〕

政策５　あらゆる市民が安心し，自立して生活できる社会の実現

　施策１　安心して暮らせる福祉基盤の充実
　・包括的支援体制の構築

859,207千円 (743,329千円)

保健福祉総務課・生活福祉第１・２課・高齢福祉課・障がい福祉課・子ども家庭課

事業内容 重層的支援体制の整備

(拡) 　属性や世代を問わず相談を受け止める体制の強化　 〔35,111千円〕 増

　　地域包括支援センターなど30か所に「共生型の相談

　　窓口」を設置

(新) 　包括的な支援体制を構築する多機関協働事業の実施 〔15,887千円〕

(新) 　支援が届きにくい方に対するアウトリーチを通じた継 〔7,200千円〕

　続的支援の実施

事業内容 (新) 成年後見制度の利用促進 〔20,208千円〕

　中核機関の設置，市民後見人の養成
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　施策２　高齢期の生活の充実
　・地域包括ケアシステムの深化・推進

1,490,652千円 (1,484,199千円)

高齢福祉課

事業内容 在宅医療・介護連携の推進

　医療・介護連携支援センターの運営

　医療・介護従事者向け相談窓口の運営（市内5ブロッ

　ク体制）

　地域包括ケア推進会議の運営

事業内容 介護予防・日常生活支援総合事業の推進

　利用者の状況に応じた多様なサービスの提供

　　予防給付相当サービス，基準緩和型サービス，住民

　　主体型サービスなどの実施

　　高齢者の社会参加の促進や介護予防のための事業の

　　充実

　・認知症対策の充実 25,211千円 (14,459千円)

高齢福祉課

事業内容 認知症対策の推進

　認知症初期集中支援チーム（医師・保健師・地域包括

　支援センター職員）による支援

認知症になっても安心して暮らせる総合的な環境の整備

(新) 　認知症高齢者等の捜索支援アプリの導入 〔2,148千円〕

(新) 　認知症事故救済制度（個人賠償責任保険，補償制度費 〔8,925千円〕

　用保険）の創設

　・高齢者の生きがいづくりの推進
182,547千円 (158,878千円)

高齢福祉課

事業内容 高齢者の外出を促進するための交通ＩＣカードへのポイ

ント付与等の実施

　本庁や地区市民センターなど19か所の行政窓口で取扱

　い

単位老人クラブの活動費助成の実施

高齢者等地域活動支援ポイント事業の実施

　・高齢者の入所・通所施設等の整備促進
682,882千円 (1,391,762千円)

保健福祉総務課・住宅政策課

事業内容 高齢者の入所・通所施設整備への助成

　地域密着型サービス事業所　3施設

　施設の防災・減災に資する設備等への助成

　　非常用自家発電設備

　広域型特別養護老人ホームの開設準備への助成

  介護療養型医療施設の介護医療院転換整備への助成

居住誘導区域内のサービス付き高齢者向け住宅新設への

上乗せ助成
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　施策３　障がいのある人の生活の充実
　・障がい者への理解促進 43,353千円 (41,083千円)

人事課・広報広聴課・障がい福祉課・通信指令課・議会事務局

事業内容 障がいを理由とする差別を解消するため，障がい特性に

配慮した情報提供や市民への啓発等を実施

　合理的配慮の提供に係る啓発動画の放映

手話通訳者の設置・派遣及び各種奉仕員の養成講座の実

施

定例記者会見等における手話通訳者の配置

ＩＣＴを活用したコミュニケーション支援

　遠隔手話通訳サービスの実施

　・日中一時支援事業の実施 106,055千円 (132,041千円)

障がい福祉課

事業内容 医療的ケア児を含む障がい児の健全育成や保護者の一時

的な休息等を確保するため，放課後や長期休暇等の期間

中，障がい者施設等で障がい児の預かり等を実施

　・障がい児通所支援事業の実施
3,473,910千円 (2,829,584千円)

子ども発達センター

事業内容 発達の遅れや障がいのある児童の療育のため，放課後等

デイサービスなど通所による支援を実施

　・障がい福祉施設の整備促進 57,475千円 (42,275千円)

保健福祉総務課・障がい福祉課

事業内容 障がい者の入所・通所施設整備等への助成

　グループホーム　　新設　2施設（定員20人増）

　・重度心身障がい者医療費助成の充実
1,155,695千円 (1,203,661千円)

障がい福祉課

事業内容 重度心身障がい者が疾病等により医療給付を受けた場合

に，保険診療の自己負担分を助成

　・日常生活支援の充実 231,789千円 (237,040千円)

障がい福祉課

事業内容 日常生活への支援として補装具や日常生活用具給付等を

実施

　・地域生活支援体制の充実 72,503千円 (65,162千円)

障がい福祉課

事業内容 障がい者の高齢化・重度化や，親なき後に備えるため，

障がい者の生活を地域全体で支える体制の充実

　・外出支援の充実 225,701千円 (220,501千円)

障がい福祉課

事業内容 屋外での移動が困難な障がい者の外出を支援

(新) 　重度障がい者が自家用車で移動する際の燃料費を助成 〔30,255千円〕
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　・就労支援の充実 17,174千円 (26,722千円)

障がい福祉課

事業内容 障がい福祉サービス事業所の福祉的就労業務の開拓とマッ

チング事業を実施

障がい者の工賃向上を図るため，障がい福祉サービス事

業所の活動を支援

　福祉的就労支援を行う事業所へ経営等に関する専門家

　を派遣

　工賃向上等支援事業（「わく・わくショップＵ」の運

　営など）

障がい者就労体験事業の実施

重度障がい者の就労時における介助等の支援を実施

　施策４　共に支え合う地域づくりの推進
　・公共施設のバリアフリーの推進

39,000千円 (26,000千円)

道路保全課・公園管理課

事業内容 視覚障がい者誘導用ブロックの整備事業

事業内容 公園のトイレなどのバリアフリー整備事業

(新) 　駅東3号児童公園など4公園 〔32,000千円〕

　・生活保護受給者の就労支援 31,935千円 (31,935千円)

生活福祉第１・２課

事業内容 生活保護受給者に対する就労支援事業の実施

　ハローワークとの連携や民間委託による就労支援を実

　施し，受給者の自立を促進

　・生活困窮者の自立支援 98,860千円 (102,906千円)

生活福祉第１・２課

事業内容 生活困窮者に対する自立支援事業の実施

　自立促進を図るため，相談支援を実施

　住居を確保するため，給付金を支給

　ボランティア活動や就労体験を通じて就労に向けた準

　備支援の実施

　訪問型のアウトリーチ支援員による来所困難な生活困

　窮者への就労支援の実施

(拡) 生活困窮世帯の子どもへの学習支援の実施〔再掲〕 〔216千円〕 増

生活保護受給者の健康状態の調査・分析による健康課題

の把握と支援の実施

　・共に支え合う地域づくりの推進
313,377千円 (279,619千円)

保健福祉総務課・生活福祉第１・２課・高齢福祉課・障がい福祉課・子ども未来課・保育課・各課

事業内容 (新) 社会とのつながりをつくる参加支援事業の実施 〔184千円〕

(新) 生活困窮者等の地域活動や就労体験へのマッチング事業 〔3,500千円〕

の実施

世代や属性を超えた居場所を整備する地域づくり事業の

強化
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事業内容 共生のこころをはぐくむプロモーションによる理解促進

災害時要援護者に対する見守り・支援事業の推進

ひとり暮らし高齢者等安心ネットワーク事業の実施

事業内容 (拡) 親と子どもの居場所づくり事業の実施〔再掲〕 〔12,330千円〕 増

　5か所

「子ども食堂」等の「子どもの居場所」の開設・運営費

用への助成〔再掲〕

「子ども食堂」等の「子どもの居場所」の開設や運営に

係る相談支援の実施〔再掲〕

(新) 身近な地域でスマートフォンの使い方等をサポートする 〔1,100千円〕

「宮デジサポーター」の養成

Ⅲ　安全・安心の未来都市の実現に向けて
（安心・協働・共生分野）

政策６　誰もが安全・安心に日常生活を送ることができる社会の実
　　　　現

　施策１　危機に対する体制・都市基盤の強化
　・危機に対する体制・都市基盤の強化

3,774,064千円 (3,628,132千円)

各課

事業内容 (新) 災害対応用スマートフォンの配備　　316台 〔14,080千円〕

防災ラジオ購入への助成

避難所混雑状況管理システムの運用

消防活動用ドローンの運用

防災重点農業用ため池の防災工事の実施計画の策定

赤川ダムの長寿命化・防災減災工事の実施

事業内容 河川堆積土砂の浚渫

河川の護岸修繕の実施

都市基盤河川　奈坪川の整備

準用河川　越戸川，大久保谷地川，鎧川等の整備

普通河川　新川，給分川の整備

公共下水道雨水幹線の整備

事業内容 雨水貯留施設等設置費への助成

(拡) 　補助対象に透水性舗装を追加 〔－千円〕 増

道路排水機能の強化

田んぼダムの普及促進（田川流域）

貯留浸透施設等の整備に向けた調査・基本設計
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　・住宅地等の防災・減災対策の強化
677,273千円 (153,190千円)

都市計画課・建築指導課・NCC推進課

事業内容 住宅の耐震改修等費用への助成

(拡) 　住宅耐震診断費用の無償化 〔11,520千円〕 増

ブロック塀等撤去，再築費用への助成　　

大規模盛土造成地のモニタリングの実施

(新) 大規模盛土造成地滑動崩落防止工事 〔531,883千円〕

　叶谷地区，横山地区，鶴田地区

(新) 盛土規制法の施行に向けた基礎調査業務委託 〔18,172千円〕

浸水ハザードエリア内に立地する誘導施設の浸水対策へ

の助成

　・道路アセットマネジメントの推進
435,000千円 (435,600千円)

道路保全課・都市基盤保全センター

事業内容 小規模附属物（道路照明）定期点検の実施

道路舗装修繕計画に基づく予防保全事業の実施

　・橋りょうの耐震化・長寿命化の推進
257,000千円 (383,845千円)

道路保全課

事業内容 橋りょうの定期点検・健全性診断の実施

橋りょうの耐震化・長寿命化工事 西芦沼橋など8橋

　・上下水道施設耐震化の推進 410,461千円 (1,054,188千円)

水道建設課・下水道管理課・下水道建設課

事業内容 松田新田浄水場急速ろ過池耐震化工事

川田水再生センター強靭化事業に係る基本設計業務委託

下水道汚水管きょの耐震化工事　L＝111.6ｍ

　・急傾斜地対策の推進 70,845千円 (117,400千円)

河川課・公園管理課

事業内容 八幡山公園の急傾斜地崩壊危険区域及び土砂災害警

戒区域の崩壊防止工事の実施

　施策２　総合的な治水・雨水対策の推進
　・河川アセットマネジメントの推進

7,330千円 (13,000千円)

河川課

事業内容 河川構造物の長寿命化に向けた定期点検の実施

　・都市基盤河川・準用河川等整備の推進
1,852,649千円 (1,656,987千円)

河川課

事業内容 都市基盤河川の整備〔再掲〕

　奈坪川
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事業内容 準用河川の整備〔再掲〕

　越戸川，大久保谷地川，鎧川等

普通河川の整備〔再掲〕　　

　新川，給分川

　・道路排水施設整備事業 56,000千円 (56,920千円)

道路保全課

事業内容 道路排水施設整備工事〔再掲〕　

　上戸祭4丁目地内など7路線

　施策３　消防・救急体制の充実
　・消防団詰所の整備 305,580千円 (206,929千円)

消防局総務課

事業内容 消防団詰所の老朽化への対応及び耐震化を促進

(新) 　改築　平石分団第5部など7か所 〔281,578千円〕

　施策４　日常生活の安心感の向上
　・地域防犯活動の推進 16,955千円 (17,094千円)

各地区市民センター・みんなでまちづくり課・生活安心課

事業内容 地域防犯活動への助成

全市一斉防犯活動の実施

防犯講習会の開催及び防犯に関する広報・啓発の実施

　・防犯環境整備の推進 178,415千円 (157,937千円)

生活安心課

事業内容 自治会等が管理するＬＥＤ防犯灯の設置費や維持管理費

の助成

自治会等が管理する防犯カメラの設置費や維持管理費の

助成

(新) ＪＲ宇都宮駅東口周辺防犯カメラ更新工事 〔5,500千円〕

　・消費者被害防止対策の強化 48,102千円 (48,600千円)

生活安心課

事業内容 特殊詐欺被害を防止するための特殊詐欺撃退機器の購入

費の助成

　補助率3/4　限度額10,000円

消費者から寄せられる商品・サービスに関する相談や消

費生活に関する教育・啓発の実施

成年年齢の引き下げに合わせた若者への周知・啓発の実

施
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　・交通安全教育の推進 22,274千円 (24,551千円)

生活安心課

事業内容 「交通事故のない社会」の実現のための総合的な交通安

全対策の推進

　交通安全教育の実施

(拡) 　　ＬＲＴ交通安全啓発動画のＳＮＳ広告への掲載 〔1,120千円〕 増

　　歩行者・自転車・自動車運転者向けＬＲＴ交通安全

　　教育の実施

　　中高生を対象にスケアードストレイト（交通事故の

　　再現）による交通安全教育の実施

　　高齢者を対象に身体機能測定器を活用した体験型の

　　交通安全教育の実施

　施策５　快適で衛生的な生活環境の確保
　・霊園の整備 58,800千円 (22,948千円)

生活安心課

事業内容 東の杜公園の整備

　墓域整備工事　芝生墓地 104基

　雨水排水計画の変更設計業務委託

政策７　市民が互いに尊重し，支え合う社会の実現

　施策１　地域主体の協働によるまちづくりの推進
　・地域コニュニティ施設等の長寿命化の推進

7,000千円 (0千円)

みんなでまちづくり課

事業内容 (新) 地域コミュニティ施設等長寿命化計画策定 〔7,000千円〕

　・地区市民センター等の整備 19,678千円 (62,657千円)

みんなでまちづくり課

事業内容 (新) 陽南出張所における照明のＬＥＤ化 〔3,270千円〕

(新) 清原・篠井地区市民センターにおけるトイレの洋式化 〔16,408千円〕

　・地域コミュニティセンターの整備
64,812千円 (13,684千円)

みんなでまちづくり課

事業内容 (新) 東・錦地域コミュニティセンター空調設備改修工事 〔44,422千円〕

(新) 市民活動センターにおける照明のＬＥＤ化 〔20,390千円〕

　・地域の居場所づくり支援事業
19,400千円 (18,800千円)

みんなでまちづくり課
事業内容 地域住民の居場所づくりを促進するため，地域集会所の

建設費のほか，エアコンや厨房，ＡＥＤの設置工事費を

助成

　・まちづくりセンターの運営 29,100千円 (29,100千円)

みんなでまちづくり課

事業内容 地域団体，ＮＰＯ等の連携体制の構築など多様な支援を

行う市民協働のまちづくり拠点の運営
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　・自治会の運営・活動の支援 67,052千円 (62,736千円)

みんなでまちづくり課

事業内容 地域コミュニティの醸成，地域の絆づくりを図るため，

自治会加入の促進や活動の活性化に向けた取組への支援

(新) これからの自治会のあり方検討や活動の活性化に向けた 〔3,000千円〕

自治会シンポジウムの開催

(拡) 地域デジタル化に向けたスマホ講座の実施 〔1,554千円〕 増

自治会活動におけるデジタル活用促進に向けた「魅力あ

る自治会づくり支援事業補助金」の交付

　・地域が一体となったまちづくりの推進
72,626千円 (74,176千円)

各地区市民センター・みんなでまちづくり課

事業内容 地域まちづくり組織による地域課題の解決や，地域の魅

力づくりのための活動などを支援

　・まちづくり活動応援事業の実施
14,454千円 (14,536千円)

みんなでまちづくり課

事業内容 まちづくり活動情報を発信し，活動に参加した市民や企

業にポイントを付与するとともに，ポイント交換を実施

(新) 若い世代のまちづくり活動への参加促進を図るための仕 〔－千円〕

組みの検討

　施策２　市政への理解と参画の促進
　・広報・広聴事業の充実 3,957千円 (3,904千円)

広報広聴課
事業内容 まちづくり懇談会の開催

市政世論調査の実施

　施策３　かけがえのない個人の尊重
　・ＤＶ対策の推進 7,893千円 (7,982千円)

男女共同参画課
事業内容 ＤＶの防止啓発，相談の実施

民間団体のＤＶ被害者支援事業への助成

虐待・ＤＶ対策連携会議の運営

　・多様な性への理解の促進 700千円 (700千円)

男女共同参画課
事業内容 中小企業における多様な性への理解促進のためのリーフ

レット作成，経営者を対象としたセミナーの実施

　・不安や困難を抱える女性への相談支援
14,188千円 (14,253千円)

男女共同参画課・学校健康課

事業内容 不安や困難を抱える女性への相談支援を行う「つながり

サポート女性支援事業」の実施
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　施策４　男女共同参画の推進
　・女性の活躍推進 153,382千円 (108,326千円)

男女共同参画課・産業政策課・住宅政策課

事業内容 (新) 女性のデジタルスキル習得・就労支援の実施 〔5,000千円〕

(新) Ｇ７を契機とした男女共同参画推進フォーラムの開催 〔2,000千円〕

女性リーダーの育成や女性の再就職・起業を支援するた

めのセミナーの実施

事業内容 中小企業における女性活躍推進法に基づく一般事業主行

動計画の策定支援

(新) 中小企業における女性活躍を促進するためのリーフレッ 〔1,000千円〕

ト作成，経営者を対象としたセミナーの実施

事業内容 本社機能移転・オフィス企業の立地に対する支援

　補助要件　女性従業員の割合が20％以上など

　　新規雇用10万円/人　非正規雇用5万円/人（女性・

　　新卒は上乗せ）限度額2,000万円

　　事務所賃借料等の1/3以内　限度額250万円（3年間

　　総額）

　　事務所改修費の1/10以内　限度額100万円

　　法人市民税相当額の1/2以内（都市機能誘導区域の

　　み）

　　　限度額100万円（3年間総額）

事業内容 民間賃貸住宅に転入する若年夫婦・子育て世帯，新卒者，

結婚を希望する女性に家賃を助成

　対象区域　居住誘導区域内

(拡) 単身女性に対する住宅取得補助の拡充 〔－千円〕 増

事業内容 大学生等を対象に仕事と子育ての両立をイメージしても

らうためのオンラインインターンシップの実施

　・ワーク・ライフ・バランスの推進
2,783千円 (2,933千円)

男女共同参画課

事業内容 男女共同参画の推進に積極的に取り組んでいる事業者を

表彰し，取組内容や成果を広く発信

男性の育児休業取得促進のためのリーフレット作成，経

営者や従業員を対象としたセミナーの実施

企業向けワーク・ライフ・バランス実践ガイドブックの

作成・デジタル配信
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　施策５　多文化共生の推進
　・多文化共生の推進 2,252千円 (6,858千円)

国際交流プラザ

事業内容 外国人住民のためのコミュニケーション支援

　日本語学習支援ボランティアの養成

  タブレット端末を行政窓口に配置し，音声翻訳アプリ

　を活用した通訳支援の実施

　  本庁，バンバ・駅東出張所，国際交流プラザなど

多文化共生の地域づくり事業

　地域における国際理解講座の実施

Ⅳ　魅力創造・交流の未来都市の実現に向けて
（魅力・交流・文化分野）

政策８　地域資源を守り，活用した賑わいと活力ある社会の実現

　施策１　個性豊かな観光と交流の創出
　・観光セールスの強化 35,840千円 (17,501千円)

観光交流課

事業内容 本市の観光資源や名産品等の魅力を伝える観光キャンペ

ーンの実施

　旅行雑誌，情報サイトを活用した誘客活動の展開

(新) 　インフルエンサーを活用した情報発信 〔17,000千円〕

(新) 　新たなプロモーション動画の制作 〔4,000千円〕

　・観光交流の促進 118,405千円 (17,056千円)

観光交流課・都市魅力創造課

事業内容 (新) 森林公園再整備の推進（事業者募集選定等） 〔12,216千円〕

官民連携による本市観光資源の魅力向上

(新) ナイトタイムエコノミー・新イベント創出支援事業補助 〔7,000千円〕

金

(拡) デジタルマップの拡充 〔2,705千円〕 増

　300スポット　→　500スポット

　・大谷地域の観光振興 726,804千円 (621,855千円)

観光交流課・道路建設課・公園管理課

事業内容 旧大谷公会堂などを活用した観光周遊拠点施設の整備・

管理運営（令和5年11月開業予定）

地域資源を活用した体験型コンテンツの開発・事業化を

支援

大谷の魅力を発信するためのポータルサイトの運営

大谷地域へ出店する飲食店，土産品販売店への助成

　補助率1/3　限度額400万円

(新) 大谷公園の再整備に向けた実施設計の実施 〔18,000千円〕

回遊性の向上を図る交通インフラの整備

事業内容 大谷地域の交通環境向上に向けた観光交通推進事業の実

施

　グリーンスローモビリティの運用，パークアンドバス

　ライド
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　・外国人の誘客促進 12,778千円 (9,486千円)

観光交流課

事業内容 外国語表記看板の設置や飲食メニューの多言語化などへ

の助成　　補助率1/2　限度額15万円

公衆無線ＬＡＮの維持管理

外国人旅行者向け観光コンテンツの魅力向上，発信の実

施

(拡) ＳＮＳ等を活用したアジア圏に向けたプロモーション 〔2,000千円〕 増

　施策２　ＭＩＣＥの推進による魅力と交流の創出
　・ＭＩＣＥの推進 47,749千円 (28,179千円)

都市魅力創造課

事業内容 ＭＩＣＥ開催支援補助金による誘致

(拡) 開催地決定権を持つキーパーソンの招聘によるファムツ 〔2,000千円〕 増

アーの実施

(新) 県外自治体等と連携した商談会への参画 〔1,000千円〕

(新) 開催地としての魅力創出（セールスツール造成） 〔3,000千円〕

(新) 宇都宮駅東口地区の賑わい創出に向けたイベント等開催 〔10,000千円〕

　施策３　スポーツを通じた都市の魅力向上・地域活性化　
　・ジャパンカップ第30回記念大会の開催

230,000千円 (203,497千円)

都市魅力創造課

事業内容 (拡) 第30回記念大会の開催 〔26,503千円〕 増

　過去最多のワールドチームの招聘，レセプションパー

　ティの開催

　・スポーツを活用した地域活性化
116,475千円 (276,517千円)

都市魅力創造課・スポーツ振興課

事業内容 「3ｘ3のまち」の推進

 「FIBA 3ｘ3ワールドツアーうつのみやオープナー 2023」

　の開催

　市内小中学校での3ｘ3教室の実施

(拡) 　市長杯の拡充（関東大会として開催） 〔2,000千円〕 増

(新) 　本市代表小学生のスイス派遣（交流試合の実施） 〔9,500千円〕

　地域スポーツクラブへの講師派遣

事業内容 シクロクロスの開催

　全日本シクロクロス選手権大会の誘致

事業内容 スポーツツーリズムによる年間を通した賑わい創出

(新) 　スポーツツーリズム推進体制の検討 〔3,000千円〕
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　施策４　暮らしに息づく文化の継承・創造・活用の推進
　・日本遺産（大谷石文化）の魅力発信

11,813千円 (7,921千円)

文化課・景観みどり課

事業内容 日本遺産を通じた大谷石文化の魅力発信事業の推進

(新) 　石のまちシンポジウムの開催 〔4,510千円〕

　・歴史文化資源の保存・活用 76,186千円 (23,731千円)

文化課

事業内容 歴史文化基本構想で設定した関連文化財群（8ストーリー

）の情報発信

(新) 文化財保存活用地域計画の策定 〔4,466千円〕

事業内容 (新) 飛山城跡大手木橋架替えの実施設計 〔8,250千円〕

(新) 旧篠原家住宅主屋耐震補強の実施設計 〔9,145千円〕

政策９　着実な定住の促進や移住・関係人口の増加による持続可能な
　　　　地域社会の実現　

　施策１　都市ブランド戦略の推進
　・都市ブランド戦略の推進 114,989千円 (73,990千円)

人口対策・移住定住推進室・税制課

事業内容 宇都宮ブランドの確立に向けた市内外へのプロモーショ

ンを戦略的に推進

　多様なメディアを活用した都市ブランド・移住定住プ

　ロモーションの実施

　プロスポーツチームなどの活用によるシティプロモー

　ションの実施

宇都宮市版ご当地ナンバープレートの交付

　施策２　移住定住支援の充実
　・東京圏等からの移住定住の促進

271,560千円 (288,444千円)

人口対策・移住定住推進室・産業政策課・商工振興課・住宅政策課

事業内容 移住定住相談窓口の運営

(新) 東京圏への通勤・通学に係る交通費の助成 〔18,000千円〕

　通勤支援対象：東京圏に通勤する移住者

　通学支援対象：東京圏への通学者（小学生～大学生等）

　補助上限額　1万円/月

デジタルマーケティングを活用した移住定住の促進

目的や検討熟度に応じた移住体験事業の実施

多様なメディアを活用した都市ブランド・移住定住プロ

モーションの実施

東京圏における交流・活動拠点「宇都宮サテライトオフ

ィス」の運営

事業内容 東京圏から本市への移住に対する支援

　１世帯あたり100万円（単身60万円）

　子ども1人につき100万円上乗せ　

54



事業内容 本社機能の移転に対する支援〔再掲〕

オフィス企業の立地に対する支援〔再掲〕

事業内容 ＵＪＩターン就職促進事業の実施

　高校生を対象とした将来の市内就職促進事業（じぶん

　×未来フェア）の実施

　インターンシップを実施する中小企業への助成

　　限度額3万円/人

(新) 市内企業就職者奨学金返還支援補助金 〔3,500千円〕

高校生・大学生の保護者向け就職セミナー開催

事業内容 (拡) 住宅の確保に対する支援 〔36,157千円〕 増

　住宅取得補助

　　対象区域：居住誘導区域等

　　　限度額　市内：30万円　→　50万円

　　　　　　　市外：60万円　→　85万円

　　　　　　　子ども1人につき5万円上乗せ（上限なし）

　若年夫婦・子育て世帯等家賃補助〔再掲〕

　　対象区域：居住誘導区域内

　　　限度額　市内：6万円　市外：12万円

　　　　　　　子ども1人につき1万円上乗せ（上限なし）

Ⅴ　産業・環境の未来都市の実現に向けて
（産業・環境分野）

政策１０ 各種産業の強みを生かした持続的に発展する社会の実現

　施策１　地域産業の創造性・発展性の向上
　・産業イノベーションの推進 47,163千円 (83,238千円)

産業政策課・スーパースマートシティ推進室

事業内容 企業の創業期から事業成長・発展期までの産学官金一体

となった切れ目ない成長支援

(拡) 　スタートアップへの成長・定着支援の拡充 〔7,945千円〕 増

　　市内中核企業とスタートアップの共創プロジェクト

　　の事業化を伴走支援

Ｕスマート推進協議会への支援

　・起業家創出・育成事業の推進
17,946千円 (18,839千円)

産業政策課

事業内容 大学・産業界と連携した起業家精神養成講座の開催

宇都宮ベンチャーズの運営

　・販路開拓支援事業の推進 1,800千円 (600千円)

産業政策課

事業内容 市内企業の製品等の販路開拓・拡大に資する展示会等へ

の出展費用などを助成
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　・企業立地・定着の促進 355,799千円 (173,799千円)

産業政策課

事業内容 企業立地・定着促進拡大再投資に対する支援

(拡) 　大規模上乗せの対象拡充（半導体関連，蓄電池産業） 〔150,000千円〕 増

　対象：土地，建物，設備の取得額の5％

事業内容 (新) 新たな産業団地の確保に向けた調査検討 〔28,475千円〕

本社機能の移転に対する支援〔再掲〕

オフィス企業の立地に対する支援〔再掲〕

事業内容 東京圏における情報発信活動の強化

　東京圏における交流・活動拠点「宇都宮サテライトオ

　フィス」の運営〔再掲〕

(新) 「宇都宮市リーディング企業」等による企業交流会 〔2,492千円〕

　・大谷地域の産業振興 10,000千円 (10,000千円)

観光交流課

事業内容 大谷地域の資源を活用した事業への支援

　冷熱エネルギーの活用促進

　　冷熱エネルギー利用に係る機器導入費用の助成

　　　補助率1/2　限度額200万円

　大学等による調査研究活動費用への助成　　

　　　限度額50万円/団体

　・雇用支援の充実 56,676千円 (40,725千円)

人口対策・移住定住推進室・商工振興課

事業内容 「雇用支援対策基金」等を活用した事業主・求職者等へ

の支援

　ＵＪＩターン就職促進事業の実施

　　高校生・大学生の保護者向け就職セミナー開催〔再

　　掲〕

　　高校生を対象とした将来の市内就職促進事業（じぶ

　　ん×未来フェア）の実施〔再掲〕

　　インターンシップを実施する中小企業への助成〔再

　　掲〕

　　「宇都宮市のお仕事ガイド」の作成

　　東京圏から本市への移住に対する支援〔再掲〕

(新) 　市内企業就職者奨学金返還支援補助金〔再掲〕 〔3,500千円〕

　高等学校等と企業との人材情報交換会の実施

　求職者を対象とした就職マッチング事業の実施

　施策２　商工・サービス業の活力の向上
　・中心市街地活性化の推進 89,167千円 (135,589千円)

商工振興課・ＮＣＣ推進課

事業内容 魅力ある中心市街地の形成

(拡) 　居心地の良い空間づくりに向けたプレイスメイキング 〔－千円〕 増

　うつのみやの推進

(新) 　中心市街地における若者の活動・交流拠点機能の創出 〔44,000千円〕
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事業内容 商店街等の魅力を高めるための事業を支援

　魅力ある商店街等支援事業補助金

　中心商業地出店等促進事業補助金

　商店街空き店舗活用推進補助金

　　空き店舗を活用した賑わいづくり事業への助成

　　店舗賃借料等の1/2

　・中小企業振興の推進 11,049千円 (18,096千円)

商工振興課・スーパースマートシティ推進室・男女共同参画課

事業内容 中小企業の経営力強化・生産性向上のためＩＣＴ利活用

を促進

(新) 　助成金自動診断システムの運用 〔1,045千円〕

　業務効率化等を図るためのＩＣＴ機器導入経費への助

　成

　中小企業の経営者，従業員を対象にＩＣＴの利活用を

　促すセミナーを開催

事業内容 事業譲渡側や譲受側など，対象ごとの「事業承継セミナ

ー」を開催

(拡) 「うつのみやデジタルスクエア」による各種団体への支 〔1,000千円〕 増

援

　中小企業向けWebサイトの構築等

事業内容 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の中小企業

における策定支援〔再掲〕

(新) 中小企業における女性活躍を促進するためのリーフレッ 〔1,000千円〕

ト作成，経営者を対象としたセミナーの実施〔再掲〕

　・中小企業融資制度の活用促進
21,396,105千円 (16,313,636千円)

商工振興課

事業内容 中小企業事業資金貸付金の活用促進

(新) 　ゼロカーボン推進資金 〔－千円〕

　中小企業運転資金

　原油価格・物価高騰対策特別資金など

信用保証料補助金，特別保証制度負担金，利子補給

　・市場機能の充実 137,224千円 (2,144,454千円)

中央卸売市場

事業内容 中央卸売市場の賑わいエリア整備事業の実施
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　施策３　農林業の生産力・販売力・地域力の向上

　・多様な担い手の育成 226,290千円 (182,296千円)

農業企画課・農林生産流通課

事業内容 農業経営の継承・発展の取組への支援の実施

荒廃農地の未然防止を図る「農地の守り手・支え手」へ

の支援の実施

多様な担い手確保育成支援事業補助金

　東京で開催される「新・農業人フェア」に出展

　後継者の確保を図るため，農業者の結婚を支援する「

　農コン事業」を実施

新規就農者に対する助成等

　機械・施設整備に対する費用を助成

　生活資金の無利子貸付

　就農後の経営確立に資する資金の交付

　農業体験希望者を受け入れる農家への助成

　地域の「担い手」となる優れた新規就農者に担い手育

　成金を交付

　先進農家における就農研修制度の実施

担い手への農地集積・集約化に取り組む地域等への機構

集積協力金の交付

　・農業構造改革事業 76,477千円 (74,774千円)

農業企画課

事業内容 多様な産地づくりを推進し，効率的かつ安定的な農業経

営の確立を目指す

　飼料用米の作付促進

　麦・大豆生産拡大の推進

　奨励作物の作付促進

　収益性の高い露地野菜生産拡大の推進

　・競争力ある農業生産体制の構築
214,125千円 (44,505千円)

農業企画課・農林生産流通課

事業内容 農産物の高品質化や効率的な生産体制整備を推進

　収益性の高い作物の産地拡大に向けた取組を行う農業

　者等への支援

大谷地区における夏秋いちごの産地化の推進

　生産施設等の導入費用への助成

土地利用型園芸作物の産地拡大の推進

　河内地区：加工用にんじん

(拡) 産地生産基盤パワーアップ事業の実施 〔188,674千円〕 増

(拡) 省エネ設備導入による低コスト化に向けた支援 〔－千円〕 増

(新) 低コスト施肥技術の実証への支援 〔500千円〕
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事業内容 ＩＣＴ機器等の導入支援によるスマート農業の推進

機械の共同利用の促進を図り，生産コストの削減などを

推進

　農業用ドローン，米麦用コンバイン，田植機等導入へ

　の助成

(拡) 　農業用ドローン講習会費用への助成 〔540千円〕 増

　・園芸作物生産施設等整備の促進
42,402千円 (42,927千円)

農林生産流通課

事業内容 園芸用パイプハウス導入費用への助成

園芸用作業機械導入費用への助成

　認定農業者　　　補助率3/10　限度額 100万円

　認定新規就農者　補助率1/2　 限度額 300万円

　営農集団　　　　補助率3/10　限度額 150万円

品質向上や収穫量の増加・安定化を図るための設備導入

費用への助成

ＩＣＴ機器等の導入支援によるスマート農業の推進〔再

掲〕

大谷地区における夏秋いちごの産地化の推進〔再掲〕

(拡) 省エネ設備導入による低コスト化に向けた支援〔再掲〕 〔－千円〕 増

　・畜産経営力強化の推進 2,662千円 (2,801千円)

農林生産流通課

事業内容 豚熱等の予防接種への助成

繁殖雌牛導入の支援

　・生産性の高い土地基盤の整備
333,985千円 (303,400千円)

農業企画課

事業内容 大区画化等の水田再整備を推進

防災重点農業用ため池の防災工事の実施計画の策定〔再

掲〕

赤川ダムの長寿命化・防災減災工事の実施〔再掲〕

土地改良事業の推進

　ほ場整備事業　　　区画整理造成工など 

　 　　　　　　　　 １地区　整備面積２ha　　　　　

　かんがい排水事業　用排水路修繕工など

　　　　　　　　　　10地区　整備延長403ｍ　

　農道整備事業　　　農道舗装工

  　　　　　　　　　12地区　整備延長3,242ｍ
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　・農産物の販売力・収益力の向上
23,030千円 (22,048千円)

農林生産流通課

事業内容 地産地消の推進

　「地産地消マルシェ」の開催

　「採れたて うつのみや まるかじりキャンペーン」の

　実施

農業と他産業との連携を図るアグリネットワークへの助

成

宇都宮産農産物のブランド力の強化

　首都圏等への宇都宮産農産物のＰＲ及び販路拡大

(拡) 　インターネットでの宇都宮産農産物のＰＲ及び販路拡 〔3,000千円〕 増

　大

農業者を対象としたマーケティング講座の開催

ＧＡＰ（農業生産工程管理）導入に向けた理解促進講習

会の実施

宇都宮産農産物の輸出実現に向けた販路開拓の支援

　・米消費の拡大 32,244千円 (32,290千円)

農林生産流通課

事業内容 宇都宮産米のＰＲと消費拡大を図るため，宇都宮産米を

配付

　1歳6か月健診時，小学校1年生・中学校1年生に配付

　・農地の保全活動の推進 213,682千円 (175,109千円)

農業企画課・農林生産流通課

事業内容 日本型直接支払制度

　多面的機能支払（農地維持支払・資源向上支払）

　　農道や水路など地域資源の基礎的な保全活動への支

　　援　　62地区

  　施設の軽微な補修や生態系保全などの共同活動への

　　支援　　48地区

　環境保全型農業直接支払

  　環境保全に効果の高い営農活動を行う集団への助成

　　　16地区

(新) 　多面的機能支払交付金活動組織の広域化の推進 〔2,303千円〕

　・有害鳥獣被害への対策 28,144千円 (29,293千円)

農林生産流通課

事業内容 有害鳥獣による農作物等の被害防止

　有害鳥獣被害対策業務実施部隊によるイノシシ・シカ

　捕獲

　イノシシ捕獲の報奨金，わな猟免許取得，わな購入，

　防護柵設置等への助成

　ハクビシン等捕獲わなの貸出，捕獲後の個体処分支援
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　・森林の適正管理の推進 71,758千円 (43,269千円)

農林生産流通課

事業内容 森林経営管理制度を活用し適正管理を実施

(拡) 民有林の整備事業を促進 〔3,036千円〕 増

(拡) 林道整備を促進 〔7,010千円〕 増

(新) 林業事業体の経営基盤を強化 〔8,660千円〕

(新) 林業次世代人材の育成・確保 〔1,215千円〕

(拡) 森林クラウドシステムの導入 〔2,737千円〕 増

政策１１ 脱炭素で循環型，自然共生社会の実現　

　施策１　環境配慮行動の推進
　・ＳＤＧｓ未来都市の推進 105,411千円 (110,247千円)

政策審議室・環境政策課

事業内容 ＳＤＧｓに対する市民，事業者の理解を深め，自発的な

行動を促すための普及啓発，勉強会の実施

　「宇都宮市ＳＤＧｓ人づくりプラットフォーム」への

　支援

(新) 　ＳＤＧｓ表彰事業の実施 〔200千円〕

公共施設等におけるＳＤＧｓラッピングシールによる周

知啓発の実施

公共交通利用促進運動「MOVE NEXT UTSUNOMIYA」の実施

　・もったいない運動の推進 6,211千円 (6,211千円)

環境政策課

事業内容 ひとやものを大切にする「もったいない」精神の普及啓

発等の実施

　「宇都宮市もったいない運動市民会議」への支援

　施策２　脱炭素化の推進
　・脱炭素化の推進 1,705,633千円 (385,927千円)

環境政策課・交通政策課・商工振興課・各課

事業内容 (新) 「（仮称）うつのみやゼロカーボン推進協議会」の運営 〔1,000千円〕

(新) 地球温暖化対策実行計画改定 〔8,000千円〕

脱炭素先行地域における取組の推進

(新) 　実現に向けた支援業務委託 〔20,000千円〕

(新) 　公共・民間施設に太陽光発電・蓄電池を導入する事業 〔255,332千円〕

　者への助成

　公共施設における照明のＬＥＤ化

(新) 　　平石地区市民センター，清原地区市民センター 〔50,000千円〕

事業内容 中小企業事業資金貸付金の活用促進〔再掲〕

(新) 　ゼロカーボン推進資金 〔－千円〕

事業内容 (新) 環境配慮行動の促進に向けたポイント付与制度のモデル 〔2,446千円〕

事業の実施

(新) 事業者の温室効果ガス排出量削減目標設定等に対する支 〔3,000千円〕

援
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事業内容 (新) ＥＳＣＯ事業を活用した道路照明や公園外灯等のＬＥＤ 〔71,232千円〕

化の推進

　道路照明，公園外灯，駐輪場・駐車場外灯，市営住宅

　外灯，河川プロムナード照明

(新) 公共施設における照明のＬＥＤ化〔一部再掲〕 〔665,194千円〕

　屋板運動場，美術館，文化会館など25施設

(新) 校舎等のＬＥＤ化の検討〔再掲〕 〔10,000千円〕

事業内容 家庭向け脱炭素化促進のための機器購入費を助成

　太陽光発電システム　　　　　　

　　補助額　1kW当たり1万円（上限8万円）

　定置型蓄電池　　　　　　　　　

　　補助額　1kWh当たり2万円（上限20万円）

　エネファーム　　　　　　　　  

　　補助額　2万円

　ＺＥＨ          　 　　　　　 

　　補助額　20万円（居住誘導区域等） 

  給電性能を備えたＥＶ　　　　

  　補助額　20万円

都市機能誘導区域における誘導施設立地への助成〔再掲〕

　省エネ基準に適合した施設整備等への支援

企業立地・定着促進拡大再投資に対する支援〔再掲〕

　対象：土地，建物，設備の取得額の5％（補助対象に

　太陽光発電設備等を追加）

事業内容 (拡) 公用車のＥＶ化（購入）　　7台 〔25,846千円〕 増

(新) 公共交通の脱炭素化の促進 〔107,207千円〕

　路線バス・地域内交通・タクシーのＥＶ化等に対する

　助成

　　電気バス

　　　補助率　補助対象経費の1/2または事業者負担の2/3

　　　補助上限額　車両2,500万円/台など

　　電気タクシー

　　　補助率　補助対象経費の1/3または事業者負担の1/2

　　　補助上限額　車両133万円/台など

事業内容 (新) 上下水道の創エネ事業 〔22,000千円〕

　小水力・消化ガス発電設備導入可能性調査

　施策３　ごみの減量化・資源化と適正処理の推進
　・ごみの減量化・資源化の推進

72,407千円 (54,595千円)

ごみ減量課

事業内容 剪定枝のチップ化の推進

　クリーンセンター下田原，クリーンパーク茂原での拠

　点回収

事業内容 (新) 充電式電池などのステーション収集の開始 〔19,845千円〕
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　・廃棄物の適正処理の推進 154,668千円 (35,607千円)

廃棄物施設課

事業内容 一般廃棄物処理施設基本構想の策定

東横田清掃工場の解体工事（令和5～7年度）

　施策４　自然との共生の推進
　・豊かな生物多様性の保全 11,200千円 (311千円)

環境保全課

事業内容 (新) 自然環境基礎調査の実施 〔11,000千円〕

特定外来生物の防除

Ⅵ　交通の未来都市の実現に向けて
（都市空間・交通分野）

政策１２ 魅力的で持続可能な都市空間の形成

　施策１　地域特性を生かした安全で魅力ある都市空間の形成
　・土地利用の適正化 19,338千円 (64,799千円)

都市計画課

事業内容 都市計画に関する調査・分析の実施

　・地域拠点等における拠点化の促進
47,091千円 (23,539千円)

ＮＣＣ推進課

事業内容 ＮＣＣ形成に向けた都市機能等の適正な誘導を推進

　都市機能誘導区域等における誘導施設立地への助成

　　補助率　施設整備費の10％

　　限度額　1億円（中心部は3億円）

(拡) 　都市機能誘導区域等における既存ストック等を活用し 〔10,800千円〕 増

　た誘導施設立地への賃料・改修費助成

　　補助率　賃料・入居時に要する施設改修費の10％

　　限度額　賃料　500万円/年（中心部は1,500万円/年）　　

　　改修費　3,300万円（中心部は1億円）

　市街化調整区域の地区計画制度の活用を促進するため

　の公共施設整備費への助成

(新) 　　瑞穂野南小周辺地区 〔8,000千円〕

　・都心部におけるまちづくりの推進
59,008千円 (28,320千円)

ＮＣＣ推進課・市街地整備課・景観みどり課・公園管理課

事業内容 (新) 大通り沿線における優良建築物の整備を促進させるため 〔32,040千円〕

のアドバイザー等の派遣や補助制度の創設

(新) 景観形成重点地区等の指定や基準見直しに向けた調査・ 〔4,773千円〕

分析の実施

　ＪＲ宇都宮駅西口周辺地区，大通り地区

(新) 東武馬車道通りにおける空間形成方針の検討 〔4,995千円〕

(新) 八幡山公園等都市公園への民間活力導入に向けた検討の 〔17,200千円〕

実施
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　・ＬＲＴ沿線におけるまちづくりの推進
199,347千円 (931,584千円)

ＮＣＣ推進課

事業内容 東部総合公園の整備

清原工業団地トランジットセンター周辺等における賑わ

いや交流促進に向けた社会実験等の実施

　・市街地再開発事業の推進 494,275千円 (423,155千円)

市街地整備課

事業内容 事業化に向けた推進地区への支援

　バンバ地区　1.28ha　　千手・宮島地区　1.00ha

宇都宮駅西口南地区市街地再開発事業への助成

　・宇都宮駅西口周辺地区整備の推進
530,200千円 (489,200千円)

市街地整備課

事業内容 駅西口周辺地区の交通基盤施設等に係る検討の実施

宇都宮駅西口南地区市街地再開発事業への助成〔再掲〕

　・公共施行土地区画整理事業の推進
5,722,151千円 (5,497,613千円)

東部区画整理事業課・西部・北部区画整理事業課

事業内容 鶴田第２土地区画整理事業

　施行面積86.2ha　　[平成11～令和 8年度]

宇大東南部第１土地区画整理事業

　施行面積48.2ha　　[平成11～令和 5年度]

宇大東南部第２土地区画整理事業

　施行面積41.8ha　　[平成19～令和 8年度]

岡本駅西土地区画整理事業

　施行面積59.2ha　　[平成 6～令和10年度]

小幡・清住土地区画整理事業

　施行面積16.9ha　　[平成25～令和 9年度]

簗瀬土地区画整理事業

　施行面積11.0ha　　[平成31～令和 5年度]

　・公園等の整備 224,900千円 (236,288千円)

公園管理課

事業内容 (新) 八幡山公園等都市公園への民間活力導入に向けた検討の 〔17,200千円〕

実施〔再掲〕

事業内容 (新) 大谷公園の再整備に向けた実施設計の実施〔再掲〕 〔18,000千円〕

事業内容 市民に身近な公園の整備

　遊具の更新　　今泉第1児童公園など42公園

(拡) 公園のトイレなどのバリアフリー整備事業〔再掲〕 〔32,000千円〕 増

　駅東3号児童公園など4公園

事業内容 公園内トイレの再整備

(新) 　さざなみ児童公園など11か所 〔66,700千円〕
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　施策２　安心で快適な住まいづくりの促進
　・市営住宅の整備 991,816千円 (704,074千円)

住宅政策課

事業内容 市営住宅の再生

　宝木市営住宅耐震補強監理業務委託・工事

(新) 宝木・瑞穂野市営住宅の団地再生基本計画の策定 〔7,648千円〕

　・新たな住宅施策の推進 183,785千円 (128,981千円)

住宅政策課

事業内容 (拡) 住宅の確保に対する支援〔再掲〕 〔36,157千円〕 増

　住宅取得補助〔再掲〕

　若年夫婦・子育て世帯等家賃補助〔再掲〕

(新) 住宅確保要配慮者への支援 〔5,575千円〕

　居住支援協議会による居住支援等のサービスの提供

　居住誘導区域内のセーフティネット専用住宅に対する

　家賃助成などの実施

　　補助対象　セーフティネット専用住宅に登録する民

　　　　　　　間賃貸住宅のオーナーなど

　　限度額　家賃4万円/月，家賃債務保証5万円/回，見

　　　　　　守りサービス1万円/回

事業内容 (新) マンション管理適正化の推進 〔225千円〕

　マンション管理計画認定制度の実施

　マンション管理士等の専門家からの助言費用に対する

　助成

　　補助対象　分譲マンション管理組合

　　補助率1/2　限度額5千円

事業内容 住宅改修補助

　補助要件　空き家を含む住宅において安全，防犯，省

　　　　　　エネに資する必須工事を実施

　　補助率1/10　限度額10万円

事業内容 居住誘導区域内のサービス付き高齢者向け住宅新設への

上乗せ助成〔再掲〕

　・住宅の安全・安心の確保 90,870千円 (84,935千円)

建築指導課

事業内容 住宅の耐震改修等費用への助成

(拡) 　住宅耐震診断費用の無償化〔再掲〕 〔11,520千円〕 増

　木造住宅耐震改修補助金　　限度額100万円
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　施策３　空き家・空き地対策の推進
　・空き家等対策の推進 159,377千円 (123,892千円)

生活安心課・住宅政策課

事業内容 空き家等解消に向けた官民連携による取組の実施

危険回避のための空き家等緊急措置の実施

空き家等の適正管理・有効活用などに係る地域活動への

助成

　適正管理・発生抑制

　　補助率10/10　限度額 10万円

　有効活用

　　補助率10/10　限度額 40万円

老朽危険空き家の除却に対する助成

　　補助率2/3 　 限度額 70万円

空き家の再生利用に対する助成

　　補助率2/3　  限度額440万円

空き家等を居住以外の用途に活用するモデル事業の実施

水道栓の位置情報を活用した空き家実態調査の実施

(拡) 住宅の確保に対する支援〔再掲〕 〔36,157千円〕 増

　住宅取得補助〔再掲〕

(新) 持ち家を所有するひとり暮らし高齢者に対する将来の居 〔555千円〕

宅の管理や活用に関する意向調査の実施

空き家・空き地活用バンクの充実

　施策４　緑豊かで魅力ある都市景観の保全・創出
　・魅力ある都市景観づくりの推進

10,863千円 (6,750千円)

景観みどり課

事業内容 (新) 景観形成重点地区等の指定や基準見直しに向けた調査・ 〔4,773千円〕

分析の実施〔再掲〕

　ＪＲ宇都宮駅西口周辺地区，大通り地区

大谷石のまちなみ景観保全補助金

　限度額100万円

魅力ある都市景観づくり整備費補助金

　限度額200万円

　施策５　質の高い上下水道サービスの提供
　・下水の適正処理の推進 1,985,594千円 (1,213,887千円)

 下水道管理課・下水道建設課

事業内容 下水道施設整備の推進

　公共下水道汚水管きょの整備

　整備延長　L＝10,757.3ｍ

　清原水再生センター汚泥ポンプ増設

　・施設の適正な管理及び機能向上
8,176,698千円 (8,602,609千円)

水道建設課・下水道管理課・下水道建設課

事業内容 水道施設の改築・更新

　今市浄水場更新工事

　松田新田浄水場薬品注入設備等更新工事

老朽配水管の更新　　整備延長　L＝18,570ｍ
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事業内容 下水道施設の改築・更新

　下河原水再生センター再構築工事（第1期）

　川田水再生センター特高受変電設備等更新工事

老朽下水道管の改築・更新

　整備延長　L＝2,247.1ｍ

　・災害に強い上下水道の確立 1,620,762千円 (2,072,391千円)

 工事受付センター・水道建設課・下水道管理課・下水道建設課

事業内容 水道施設の耐震化〔再掲〕

　松田新田浄水場急速ろ過池耐震化工事

事業内容 下水道施設の耐震化〔再掲〕

　川田水再生センター強靭化事業に係る基本設計業

　務委託

　下水道汚水管きょの耐震化工事　L＝111.6ｍ

事業内容 雨水対策事業

　公共下水道雨水幹線等の整備〔再掲〕

　　整備工事　　　　調整池築造工事　A＝1,128㎡

　　　　　　　　　　中丸川排水区　　L＝154ｍ

(拡) 　雨水貯留施設等設置費への助成〔再掲〕 〔8,587千円〕 増

（補助対象（透水性舗装）の追加）

　排水樋門更新工事等

　河内水再生センターの耐水化

　・最良な上下水道サービスの提供
396,098千円 (9,171千円)

経営企画課・サービスセンター

事業内容 広報広聴活動の充実

(新) 　給水スポット用マイボトルの作成 〔3,000千円〕

(新)  　受付・検針・収納等使用者関連サービス業務委託 〔391,600千円〕

　の実施（包括的な業務委託）

　・脱炭素化の推進 141,103千円 (0千円)

企業総務課・水道管理課・下水道管理課

事業内容 (新) 脱炭素化の推進 〔141,103千円〕

(新) 　省エネ事業〔再掲〕 〔119,103千円〕

　　ＬＥＤ更新工事

(新) 　創エネ事業〔再掲〕 〔22,000千円〕

　　小水力・消化ガス発電設備導入可能性調査　

　・ＤＸの推進 34,911千円 (0千円)

企業総務課・水道管理課

事業内容 (新) ＤＸの推進 〔34,911千円〕

(新) 　ＩＣＴ化 〔20,349千円〕

　　水道管路ＡＩ劣化診断業務

(新) 　業務効率化 〔14,562千円〕

　　印刷機器，電子機器の複合機化
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　・浄化槽設置整備の促進 89,940千円 (104,120千円)

水質管理課

事業内容 浄化槽設置費用の助成

　補助基数　140基

浄化槽設置替え費用の融資あっせん及び利子補給

　・生活排水処理施設の最適化事業
562,470千円 (500,934千円)

下水道管理課

事業内容 公共下水道等への接続による統廃合の推進

　農業集落排水処理施設の管きょ等の修繕（下平出地区，

　平出地区，柳田地区）

生活排水処理施設の長寿命化の推進

　清原工業団地排水処理施設汚泥脱水機更新工事

政策１３ 誰もが快適に移動できる総合的な交通ネットワークの実現

　施策１　公共交通ネットワークの充実・強化
　・ＬＲＴの整備 1,337,227千円 (7,417,181千円)

ＬＲＴ企画課・ＬＲＴ整備課

事業内容 公共交通ネットワークの東西の基軸としてＬＲＴ整備を

推進

　宇都宮駅東側の開業に向けた取組等の実施

　　運輸開始に向けた各種検査，試運転実施，開業後の

　　維持管理業務

　宇都宮駅西側における事業化の推進

　　「軌道運送高度化実施計画」案の作成

　市民理解の促進

　　常設型情報発信拠点の運営

　宇都宮ライトレール株式会社への開業前費用負担金

　・幹線公共交通等(バス・地域内交通)の充実
363,004千円 (70,635千円)

交通政策課

事業内容 階層性のある公共交通ネットワークの維持・充実

(新) 　ＪＲ宇都宮駅東側のＬＲＴ開業と合わせたバス路線再 〔159,041千円〕

　編に伴う新設路線の運行

(新) 　「第2次宇都宮都市交通戦略」の見直し 〔10,000千円〕

　ＪＲ宇都宮駅西側のＬＲＴ整備を見据えたバス路線再

　編に向けた検討

(拡) 　ＮＣＣの形成に寄与するバス路線の維持・存続 〔103,544千円〕 増

　　生活バス路線維持費補助金

　地域内交通運行事業費補助金　　15地区18路線

(新) 　　明保地区（1路線） 〔6,784千円〕
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　施策２　公共交通の利便性向上と利用促進
　・公共交通の利便性向上と利用促進

411,372千円 (313,031千円)

交通政策課

事業内容 公共交通の利便性の向上と利用促進

(拡) 　運賃負担軽減策の実施 〔7,741千円〕 増

　　乗継割引制度の導入

　　ＬＲＴ・バス・地域内交通間

　　バスの上限運賃制度の実施

(拡) 　地域内交通における予約配車システム・交通系ＩＣカ 〔15,156千円〕 増

　ードシステム対応車両の充実

　公共交通利用環境整備事業費補助金（バス停上屋・ベ

　ンチ）

　公共交通利用促進運動「MOVE NEXT UTSUNOMIYA」の実

　施

　　ＬＲＴ・再編バス路線沿線住民等へのモビリティマ

　　ネジメント

　　新中学1年生へのｔｏｔｒａ配付

　　企業と連携したエコ通勤の促進

事業内容 公共交通の脱炭素化の促進

(新) 　路線バス・地域内交通・タクシーのＥＶ化等に対する 〔107,207千円〕

　助成〔再掲〕

　施策３　円滑，快適，安全・安心な道路づくりの推進
　・都市計画道路の整備 714,240千円 (615,790千円)

道路建設課

事業内容 宇都宮日光線（一条）　　〔平成20～令和 6年度〕

産業通り（陽東Ⅰ） 　　 〔平成30～令和 6年度〕

産業通り（陽東Ⅱ） 　　 〔令和 5～令和12年度〕

鶴田宝木線　　　　　　　〔平成 7～令和 5年度〕

塙田平出線　　　　　　　〔令和 4～令和10年度〕

産業通り（大和） 　　　 〔令和 4～令和 9年度〕

　・道路新設改良事業 1,754,410千円 (2,214,334千円)

道路建設課

事業内容 市道5340号線（上籠谷町地内）・市道356号線（石井町

地内）など15路線

事業内容 （仮称）大谷スマートインターチェンジ整備事業

　交通の円滑化や地域振興を図るため，スマートインタ

　ーチェンジを整備

　市道2457号線の道路改良

　・狭あい道路拡幅整備の促進 119,030千円 (69,135千円)

建築指導課

事業内容 (拡) 道路後退用地の拡幅整備 〔62,212千円〕 増
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　施策４　「自転車のまち宇都宮」の推進
　・自転車のまち宇都宮の推進 288,209千円 (253,554千円)

都市魅力創造課・道路保全課・道路建設課

事業内容 (拡) 電動アシスト自転車・電動キックボードのシェアリング 〔11,010千円〕 増

サービスの実証実験の実施

事業内容 宮サイクルステーションの運営

事業内容 (拡) ジャパンカップ第30回記念大会の開催〔再掲〕 〔26,503千円〕 増

サイクルスポーツの推進〔再掲〕

○　未来都市を支える行政経営基盤

政策１４ 持続可能な公共的サービスの提供体制の確立

　施策１　新たなニーズに対応できる持続可能な行政経営の推進　
　・広域行政の推進 5,740千円 (5,740千円)

政策審議室

事業内容 北関東中核都市4市（宇都宮市・水戸市・前橋市・高崎

市）が連携した圏域全体の魅力づくり

栃木県央都市圏（6市4町）首長懇談会の運営

　・政策立案機能の強化 33,359千円 (11,941千円)

政策審議室

事業内容 (拡) 市政研究センターの高度化・機能強化〔再掲〕 〔21,418千円〕 増

　データ利活用促進に向けた人材の育成・モデル事業の

　実施

　大学等と連携した共同研究・調査の実施

　政策形成アドバイザー制度の拡充

　・ＬＥＤ化の推進 812,081千円 (83,944千円)

各課

事業内容 施設等の維持管理費用の低廉化と脱炭素化を図るため，

照明のＬＥＤ化を推進

(新) 　脱炭素先行地域内の公共施設における照明のＬＥＤ化 〔50,000千円〕

　〔再掲〕

(新) 　ＥＳＣＯ事業を活用した道路照明や公園外灯等のＬＥ 〔71,232千円〕

　Ｄ化の推進〔再掲〕

(新) 　公共施設における照明のＬＥＤ化〔再掲〕 〔665,194千円〕

　自治会等が管理するＬＥＤ防犯灯の設置を支援〔再掲〕

　・戦略的な広報の推進 42,761千円 (29,557千円)

スーパースマートシティ推進室・広報広聴課

事業内容 デジタルコンテンツ等を活用したスーパースマートシテ

ィの理解促進〔再掲〕

(新) 市ホームページリニューアルに向けたシステム更新 〔16,193千円〕

広報アドバイザーの設置

デジタルサイネージを活用した市政情報の発信
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　・行政改革の着実な推進 184,462千円 (196,197千円)

経営管理課・政策審議室

事業内容 (新) 本庁舎執務室環境の改善〔再掲〕 〔174,062千円〕

公民連携窓口における民間事業者との連携事業の促進

事業内容 市民や事業者などとの適切な役割分担を図り，行政が担

う分野の重点化を図るため，外部委託を推進

事業内容 (新) 中核市サミットの開催 〔10,000千円〕

　施策２　地区行政の推進
　・公共施設利用環境の充実 325,329千円 (74,167千円)

みんなでまちづくり課・各課

事業内容 行政窓口における手数料のキャッシュレス決済の実施

(新) 東・錦地域コミュニティセンター空調設備改修工事〔再 〔44,422千円〕

掲〕

(新) 公共施設におけるトイレ洋式化・バリアフリー化の促進 〔232,758千円〕

　清原・篠井地区市民センターなど27施設

　・各種証明書の取得サービスの充実
48,941千円 (38,902千円)

税制課・市民課

事業内容 各種証明書のコンビニエンスストア等での交付

　住民票，印鑑登録証明書，戸籍謄抄本，戸籍の附票，

　課税証明書，所得証明書

　施策３　行政の組織マネジメント力の向上
　・自律行動型職員の育成 41,688千円 (15,982千円)

経営管理課・人事課・政策審議室

事業内容 職員の能力開発・キャリア形成を支援し，人材育成を効

果的に進めるための研修やＯＪＴ等の実施

(新) 　全庁的なＤＸ実現に向けたＣＩＯ補佐官の任用 〔4,032千円〕

(新) 　専門家等によるＤＸ推進部門職員の育成 〔11,000千円〕

(新) 　全職員を対象としたＤＸリテラシー研修の実施 〔3,300千円〕

(新) 　kintone（ノーコードシステム開発サービス）を活用 〔6,380千円〕

　した人材の発掘・育成

(新) 　データ利活用促進に向けた人材の育成〔再掲〕 〔994千円〕

　施策４　財政基盤の確立
　・公共施設の長寿命化の推進 2,229,089千円 (2,227,165千円)

建築保全課・各課

事業内容 公共施設の劣化状況に応じた保全対策工事を計画的に実

施

　・公有財産有効活用の推進 49,500千円 (41,204千円)

歳入21,008千円 (歳入258,671千円)

管財課・政策審議室

事業内容 未利用地処分の推進

　土地売却　　　　　立伏町地内など7件
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事業内容 公共施設等の長寿命化に向けたコア抜き調査の実施

(新) 議会棟本会議場等の音響・映像設備の改修 〔39,490千円〕

　・収納対策の強化 63,813千円 (84,090千円)
税制課・納税課・高齢福祉課・保険年金課・子ども家庭課・保育課・住宅政策課・教育企画課・出納室・各課

事業内容 納付案内センターによる早期納付勧奨及び民間委託によ

る遠隔地滞納者実地調査の実施

滞納者に対する財産調査及び差押えの強化

民間への債権回収業務委託の実施

　母子父子寡婦福祉資金貸付金，奨学資金貸付金

(拡) 市税・国民健康保険税等の口座振替受付サービスを全て 〔2,721千円〕 増

の地域行政機関で実施

行政窓口におけるキャッシュレス決済やコンビニ収納，

インターネットバンキングによる納付などの導入・実施

による納付環境の充実

(新) 　保育料のコンビニ収納，キャッシュレス収納の導入 〔12,320千円〕

(新) 　インターネット銀行を新たに収納代理金融機関に指定 〔3,245千円〕

市税納付推進協力事業所制度の推進

　・ふるさと宇都宮応援寄附事業の促進
歳入620,000千円 (歳入520,000千円)

人口対策・移住定住推進室

事業内容 (拡) 寄附拡大に向けた体制強化 〔－千円〕 増

　プロモーション・返礼品開拓等を担う事業者の拡充

　　1事業者　→　2事業者

「ふるさと納税公益活動支援事業」の推進

○　デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の実現

ＤＸを実現する戦略的な取組の推進

　施策１　スマート窓口の実現
　・行政手続オンライン化の加速

23,939千円 (7,871千円)

経営管理課・出納室

事業内容 (拡) 電子申請共通システムのキャッシュレス決済機能等の拡 〔1,004千円〕 増

充

(拡) 公共施設予約・案内システムのキャッシュレス決済機能 〔8,800千円〕 増

等の拡充

(新) インターネット銀行を新たに収納代理金融機関に指定〔 〔3,245千円〕

再掲〕
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　・市民サービスのＤＸ推進 94,775千円 (48,423千円)

各課

事業内容 (新) マイナンバーカードや運転免許証を活用した自動印字等 〔45,887千円〕

により行政手続の簡素化を図る「書かない窓口システム」

等の導入

行政窓口におけるキャッシュレス決済やインターネット

バンキングによる納付などの導入〔再掲〕

(新) 保育料のコンビニ収納，キャッシュレス収納の導入〔再 〔12,320千円〕

掲〕

(拡) 地区市民センター等の窓口待ち状況（待ち人数，呼出番 〔7,706千円〕 増

号等）の配信

(新) デジタルを活用した不登校支援を行うことを特色とした 〔1,543千円〕

適応支援教室の開設〔再掲〕

(新) 図書館における電子書籍サービスの本格実施 〔4,056千円〕

　施策２　市民のデジタルデバイド対策・デジタル人材育成
　・市民のデジタルリテラシー向上支援

949,124千円 (879,386千円)

スーパースマートシティ推進室・学校管理課・学校教育課

事業内容 (拡) ＩＣＴを活用した学習事業の実施（校内通信ネットワー 〔194,419千円〕 増

クの追加整備等）〔再掲〕

(新) 　デジタル教材（３Ｄ都市モデル等を活用したデジタル 〔220千円〕

　シティ体験）の活用〔再掲〕

(拡) 「うつのみやデジタルスクエア」による各種団体への支 〔1,000千円〕 増

援〔再掲〕

　中小企業向けWebサイトの構築等

　・デジタルデバイド対策 7,604千円 (131,660千円)

経営管理課・スーパースマートシティ推進室・みんなでまちづくり課・市民課

事業内容 マイナンバーカードの普及・利活用の促進

　マイナポイント取得に必要となる設定を支援

(拡) 地域デジタル化に向けたスマホ講座の実施〔再掲〕 〔1,554千円〕 増

(新) 身近な地域でスマートフォンの使い方等をサポート 〔1,100千円〕

する「宮デジサポーター」の養成〔再掲〕

　施策３　デジタル社会基盤の強化
　・デジタルインフラの充実 201,973千円 (114,660千円)

スーパースマートシティ推進室・みんなでまちづくり課・市民課

事業内容 (拡) 公共施設等におけるＷｉ－Ｆｉ通信環境の整備 〔29,800千円〕 増

　市民活動センター，ＬＲＴ

(新) ＬＲＴ沿線や観光拠点等における多機能型デジタルサイ 〔30,000千円〕

ネージの設置促進

大型商業施設等におけるマイナンバーカード出張申請サ

ポートの実施

(新) 民間施設等におけるマイナンバーカード申請サポートの 〔16,513千円〕

実施
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　施策４　行政業務のデジタル変革
　・業務におけるデジタルツールの活用促進

104,104千円 (45,769千円)

経営管理課・スーパースマートシティ推進室・生活福祉第１・２課・水道管理課・企業総務課

事業内容 庁内におけるＡＩ・ＲＰＡなどデジタルツールの活用・

拡充

(新) 先導的・横断的行政ＤＸに資する実証実験の実施 〔20,000千円〕

(新) 水道管路ＡＩ劣化診断業務〔再掲〕 〔20,349千円〕

(新) マイナンバーカードの活用による医療機関受診時の生活 〔5,654千円〕

保護受給状況確認のオンライン化

(新) 水道局の印刷機器，電子機器の複合機化〔再掲〕 〔14,562千円〕

　・情報システムの最適化・クラウド化
80,850千円 (22,678千円)

市民課・公園管理課

事業内容 (拡) 戸籍，住民票への氏名の仮名表記に必要なシステム改修 〔47,172千円〕 増

(新) 公園情報管理システムの更新 〔11,000千円〕

　施策５　行政ＤＸ人材の育成・確保
　・職員のＤＸリテラシー向上 9,680千円 (0千円)

経営管理課

事業内容 (新) 全職員を対象としたＤＸリテラシー研修の実施〔再掲〕 〔3,300千円〕

(新) kintone（ノーコードシステム開発サービス）を活用し 〔6,380千円〕

た人材の発掘・育成〔再掲〕

　・外部デジタル専門家等の活用
15,032千円 (0千円)

経営管理課

事業内容 (新) 全庁的なＤＸ実現に向けたＣＩＯ補佐官の任用〔再掲〕 〔4,032千円〕

(新) 専門家等によるＤＸ推進部門職員の育成〔再掲〕 〔11,000千円〕

　施策６　行政のスマートワークの実現
　・庁内のスマートワークを実現するデジタル技術の活用

102,482千円 (0千円)

経営管理課・危機管理課

事業内容 (新) 災害対応用スマートフォンの配備〔再掲〕　　316台 〔14,080千円〕

(新) 庁内電話ネットワークの再構築（スマート電話の導入） 〔70,802千円〕

(新) Logoチャット（職員間コミュニケーションツール）の導 〔17,600千円〕

入

　・執務環境の抜本的な改善 174,062千円 (0千円)

経営管理課・政策審議室

事業内容 (新) 本庁舎における執務室環境の改善 〔174,062千円〕
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　施策７　データの利活用
　・データをつくる・つなげる・使う

46,712千円 (60,000千円)

政策審議室・スーパースマートシティ推進室

事業内容 (新) オープンデータニーズ調査の実施 〔5,000千円〕

(新) データ利活用促進に向けた人材の育成・モデル事業の実 〔5,994千円〕

施〔再掲〕

(拡) 都市計画情報の３Ｄデータの充実 〔14,718千円〕 増

Ｕスマート推進協議会への支援〔再掲〕
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（単位　千円）

主　な　内　容

行政経営部 ▲ 17,068
・ＭＣＡ無線の運用見直し　▲8,095
・防災行政無線の廃止による維持管理費等の減　▲2,712
・レスペーパー化による複合機使用料の減　▲2,423

総合政策部 ▲ 56,001
・地域公共交通感染症拡大防止対策事業費補助金の見直し　▲47,004
・データプラットフォームの実証手法の見直し　▲6,600
・新聞折込，テレビＣＭなど広告費の見直し　▲4,442

理 財 部 ▲ 21,725

・借受地購入等による賃借料の減　▲11,659
・電動車導入等に伴う公用車燃料費の減　▲2,280
・軽自動車税の口座振替証明書の交付見直しに伴う郵送料及び委
　託料の減　▲1,312

市 民 ま ち
づ く り 部

▲ 7,659

・特殊詐欺対策等に係る周知啓発手法の見直し　▲1,243
・女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定支援の実施手法の
　見直し　▲300
・協働の地域づくり支援事業補助金の事業費精査　▲1,500
・執行実績を踏まえた事務費等の精査　▲1,587

保健福祉部 ▲ 26,480

・システムオプションの活用による委託料の減　▲6,660
・日中一時支援事業（放課後支援型）の廃止　▲11,609
・地域生活支援事業費等の審査支払い方法の見直し　▲3,482
・乳がん検診・子宮がん検診クーポン券の仕様見直しによる印刷
　製本費の減　▲198
・野犬の捕獲等業務の仕様見直しによる委託料の減　▲1,137

子 ど も 部 ▲ 12,101 ・児童手当受給者への通知書発送業務の見直し　▲4,258

環 境 部 ▲ 5,940
・川田水再生センターにおける浄化槽汚泥等の一体処理事業の開
　始に伴う，東横田清掃工場稼働経費の減　▲5,378

経 済 部 ▲ 53,148
・新産業創出支援事業の対象見直しに伴う補助金の減　▲5,499
・ＩＣＴ利活用促進事業における委託事業の廃止　▲2,700
・農産物販路拡大事業の開始に伴う事前調査の見直し　▲3,977

削 減 額部　　名

事 務 事 業 の 見 直 し
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（単位　千円）

主　な　内　容削 減 額部　　名

建 設 部 ▲ 1,452
・道路照明のＬＥＤ化推進による電気料の減　▲1,137
・地籍調査推進協力員の廃止　▲315

都市整備部 ▲ 1,379
・公園外灯のＬＥＤ化推進による電気料の減　▲99
・耐震アドバイザー制度の廃止に伴う報償費の減　▲25

消 防 局 ▲ 6,749
・消防施設管理事業の委託業務の見直し　▲342
・消防緊急通信指令システムの回線変更等による通信運搬費の減
　▲347

教育委員会 ▲ 132,265

・児童生徒及び保護者向け啓発チラシの電子化に伴う印刷製本費の
　減　▲100
・多くの児童生徒が参加できるようにするためのイングリッシュキャ
　ンプの実施手法の見直し（宿泊→日帰り）
　▲156
・放課後子ども教室の活動における支援者の配置人数の精査に伴う委
　託料の減　▲3,470
・図書館情報システムにおける再リースの活用に伴う賃借料の減
　▲3,304

そ の 他 ▲ 5,532
・タブレット端末の継続使用に伴う使用料の減　▲1,608
・納付書へ地方税統一ＱＲコードの導入による手数料の減　▲1,130

▲ 347,499合　　計
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（注）計数等については，精査の結果，異同を生ずることがあります。 
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会　計　別  一  覧

(単位：千円，％)

218,980,000 224,600,000 ▲ 5,620,000 ▲ 2.5

119,011,461 115,740,008 3,271,453 2.8

1 国 民 健 康 保 険 47,149,512 47,774,000 ▲ 624,488 ▲ 1.3

2 介 護 保 険 36,137,423 36,140,244 ▲ 2,821 ▲ 0.0

3
母子父子寡婦福祉
資 金 貸 付 事 業

329,529 239,587 89,942 37.5

4 後 期 高 齢 者 医 療 6,602,501 6,645,487 ▲ 42,986 ▲ 0.6

5 競 輪 25,158,734 21,416,719 3,742,015 17.5

6 駐 車 場 148,073 148,073 0 0.0

7
鶴 田 第 ２
土地区画整理事業

1,128,226 1,095,301 32,925 3.0

8
宇 大 東 南 部 第 １
土地区画整理事業

457,614 406,302 51,312 12.6

9
宇 大 東 南 部 第 ２
土地区画整理事業

1,150,217 1,045,731 104,486 10.0

10
岡 本 駅 西
土地区画整理事業

533,688 612,050 ▲ 78,362 ▲ 12.8

11 育 英 事 業 215,944 216,514 ▲ 570 ▲ 0.3

50,069,164 50,342,995 ▲ 273,831 ▲ 0.5

　 収益的支出 9,929,475

資本的支出 10,730,219

収益的支出 16,011,721

資本的支出 12,364,824

収益的支出 868,922

資本的支出 164,003

388,060,625 390,683,003 ▲ 2,622,378 ▲ 0.7合 計

494,590

27,372,521

20,659,694水 道 事 業1

中央卸売市場事業

2 28,376,545

20,165,104

3

下 水 道 事 業

▲

会 計 名

一 般 会 計

特 別 会 計

当初予算

1,772,4452,805,3701,032,925

令和５年度

企 業 会 計

令和４年度 比　　　　較

増減比

▲ 63.2

備　　考
当初予算 増　　減

3.71,004,024

2.5
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一  般  会  計  （ 歳 入 ）

131,029,002 59.8 123,287,620 54.9 7,741,382 6.3

市 税 93,911,000 42.9 91,573,000 40.8 2,338,000 2.6

分担金及び負担金 1,746,641 0.8 1,533,726 0.7 212,915 13.9

使用料及び手数料 2,989,338 1.4 3,112,965 1.4 ▲ 123,627 ▲ 4.0

財 産 収 入 227,103 0.1 458,221 0.2 ▲ 231,118 ▲ 50.4

寄 附 金 625,447 0.3 541,101 0.2 84,346 15.6

繰 入 金 7,232,531 3.3 7,091,275 3.2 141,256 2.0

繰 越 金 500,000 0.2 500,000 0.2 0 0.0

諸 収 入 23,796,942 10.9 18,477,332 8.2 5,319,610 28.8

87,950,998 40.2 101,312,380 45.1 ▲13,361,382 ▲ 13.2

地 方 譲 与 税 1,357,000 0.6 1,382,000 0.6 ▲ 25,000 ▲ 1.8

利 子 割 交 付 金 21,000 0.0 43,000 0.0 ▲ 22,000 ▲ 51.2

配 当 割 交 付 金 638,000 0.3 330,000 0.1 308,000 93.3

株 式 等 譲 渡 所 得 割
交 付 金

307,000 0.1 535,000 0.2 ▲ 228,000 ▲ 42.6

法人事業税交付金 1,445,000 0.7 1,356,000 0.6 89,000 6.6

地 方 消 費 税
交 付 金

14,700,000 6.7 13,251,000 5.9 1,449,000 10.9

ゴ ル フ 場 利 用 税
交 付 金

132,000 0.1 133,000 0.1 ▲ 1,000 ▲ 0.8

環 境 性 能 割 交 付 金 126,000 0.0 182,000 0.1 ▲ 56,000 ▲ 30.8

国有提供施設等所在
市 町 村 助 成 交 付 金

139,000 0.1 138,000 0.1 1,000 0.7

地 方 特 例 交 付 金 606,000 0.3 617,000 0.3 ▲ 11,000 ▲ 1.8

地 方 交 付 税 1,400,000 0.6 2,151,000 1.0 ▲ 751,000 ▲ 34.9

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

80,000 0.0 80,000 0.0 0 0.0

国 庫 支 出 金 39,848,948 18.2 43,069,574 19.2 ▲ 3,220,626 ▲ 7.5

県 支 出 金 16,268,950 7.4 15,614,906 6.9 654,044 4.2

市 債 10,882,100 5.0 22,429,900 10.0 ▲11,547,800 ▲ 51.5

218,980,000 100.0 224,600,000 100.0 ▲ 5,620,000 ▲ 2.5

※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しない場合があります。

(単位：千円，％)

区 分
令 和 ４年 度令 和 ５年 度 比　　　　較

当初予算 構成比当初予算 構成比 増　　減 増減比

歳 入 合 計

自 主 財 源

依 存 財 源

83



一  般  会  計  （ 歳 出 ： 性 質 別 ）

193,171,604 88.2 185,215,977 82.5 7,955,627 4.3

105,185,166 48.1 103,278,499 46.0 1,906,667 1.8

人 件 費 29,946,921 13.7 31,027,837 13.8 ▲ 1,080,916 ▲ 3.5

扶 助 費 62,787,750 28.7 60,228,138 26.8 2,559,612 4.2

公 債 費 12,450,495 5.7 12,022,524 5.4 427,971 3.6

87,986,438 40.1 81,937,478 36.5 6,048,960 7.4

物 件 費 32,969,842 15.0 30,476,948 13.6 2,492,894 8.2

維 持 補 修 費 2,242,279 1.0 2,059,731 0.9 182,548 8.9

補 助 費 等 17,165,669 7.8 18,270,478 8.1 ▲ 1,104,809 ▲ 6.0

積 立 金 423,627 0.2 437,058 0.2 ▲ 13,431 ▲ 3.1

出 資 金 1,325,844 0.6 1,700,995 0.8 ▲ 375,151 ▲ 22.1

貸 付 金 21,174,353 9.7 16,186,794 7.2 4,987,559 30.8

繰 出 金 12,484,824 5.7 12,605,474 5.6 ▲ 120,650 ▲ 1.0

予 備 費 200,000 0.1 200,000 0.1 0 0.0

25,808,396 11.8 39,384,023 17.5 ▲ 13,575,627 ▲ 34.5

25,710,727 11.7 39,307,004 17.5 ▲ 13,596,277 ▲ 34.6

補 助 事 業 10,318,353 4.7 17,364,524 7.7 ▲ 7,046,171 ▲ 40.6

単 独 事 業 15,392,374 7.0 21,942,480 9.8 ▲ 6,550,106 ▲ 29.9

4 0.0 4 0.0 0 0.0

97,665 0.1 77,015 0.0 20,650 26.8

218,980,000 100.0 224,600,000 100.0 ▲ 5,620,000 ▲ 2.5

※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しない場合があります。

増　　　減 増減比

歳 出 合 計

(単位：千円，％)

区 分
令 和 ４ 年 度令 和 ５ 年 度 比　　　　較

当初予算 構成比

普通建設事業費

災害復旧事業費

県営事業負担金

当初予算 構成比

投 資 的 経 費

消 費 的 経 費

義 務 的 経 費

そ の 他 の 経 費

84



一  般  会  計  （ 歳 出 ： 目 的 別 ）

1 議 会 費 941,485 0.4 907,303 0.4 34,182 3.8

2 総 務 費 17,853,454 8.2 17,677,520 7.9 175,934 1.0

3 民 生 費 87,337,064 39.9 85,211,483 37.9 2,125,581 2.5

4 衛 生 費 17,580,211 8.0 16,732,044 7.4 848,167 5.1

5 労 働 費 67,087 0.0 55,703 0.0 11,384 20.4

6 農 林 水 産 業 費 2,693,092 1.2 2,265,872 1.0 427,220 18.9

7 商 工 費 23,735,323 10.8 19,214,256 8.6 4,521,067 23.5

8 土 木 費 27,809,485 12.7 41,484,646 18.5 ▲ 13,675,161 ▲33.0

9 消 防 費 5,814,429 2.7 5,612,900 2.5 201,529 3.6

10 教 育 費 22,497,709 10.3 23,215,584 10.3 ▲ 717,875 ▲ 3.1

11 災 害 復 旧 費 4 0.0 4 0.0 0 0.0

12 公 債 費 12,450,646 5.7 12,022,683 5.4 427,963 3.6

13 諸 支 出 金 11 0.0 2 0.0 9 450.0

14 予 備 費 200,000 0.1 200,000 0.1 0 0.0

218,980,000 100.0 224,600,000 100.0 ▲ 5,620,000 ▲ 2.5歳 出 合 計

令 和 ５ 年 度

構成比 増　　　減

(単位：千円，％)

区 分
令 和 ４ 年 度 比　　　　較

当初予算 構成比当初予算 増減比
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普　通  会  計  （ 歳 入 ）

131,957,688 59.7 124,074,490 54.8 7,883,198 6.4

93,911,000 42.5 91,573,000 40.5 2,338,000 2.6

2,989,338 1.3 3,114,089 1.4 ▲ 124,751 ▲ 4.0

586,940 0.3 751,590 0.3 ▲ 164,650 ▲ 21.9

7,203,491 3.3 7,091,275 3.1 112,216 1.6

24,137,886 10.9 18,813,894 8.3 5,323,992 28.3

3,129,033 1.4 2,730,642 1.2 398,391 14.6

88,891,122 40.3 102,336,519 45.2 ▲ 13,445,397 ▲ 13.1

1,357,000 0.6 1,382,000 0.6 ▲ 25,000 ▲ 1.8

1,445,000 0.6 1,356,000 0.6 89,000 6.6

14,700,000 6.7 13,251,000 5.9 1,449,000 10.9

1,400,000 0.6 2,151,000 0.9 ▲ 751,000 ▲ 34.9

40,343,098 18.3 43,607,874 19.3 ▲ 3,264,776 ▲ 7.5

16,270,324 7.4 15,616,345 6.9 653,979 4.2

11,326,700 5.1 22,914,300 10.1 ▲ 11,587,600 ▲ 50.6

2,049,000 1.0 2,058,000 0.9 ▲ 9,000 ▲ 0.4

220,848,810 100.0 226,411,009 100.0 ▲ 5,562,199 ▲ 2.5

普　通  会  計  （ 歳 出 ）

192,705,434 87.3 184,835,383 81.6 7,870,051 4.3

106,037,755 48.0 104,245,880 46.0 1,791,875 1.7

人 件 費 29,946,921 13.6 31,027,837 13.7 ▲ 1,080,916 ▲ 3.5

扶 助 費 62,787,750 28.4 60,228,138 26.6 2,559,612 4.2

公 債 費 13,303,084 6.0 12,989,905 5.7 313,179 2.4

86,667,679 39.3 80,589,503 35.6 6,078,176 7.5

28,143,376 12.7 41,575,626 18.4 ▲ 13,432,250 ▲ 32.3

28,045,707 12.7 41,498,607 18.3 ▲ 13,452,900 ▲ 32.4

補 助 事 業 11,306,653 5.1 18,441,124 8.1 ▲ 7,134,471 ▲ 38.7

単 独 事 業 16,739,054 7.6 23,057,483 10.2 ▲ 6,318,429 ▲ 27.4

4 0.0 4 0.0 0 0.0

97,665 0.0 77,015 0.1 20,650 26.8

220,848,810 100.0 226,411,009 100.0 ▲ 5,562,199 ▲ 2.5

＊

県 営 事 業 負 担 金

そ の 他 依 存 財 源

普通会計とは，一般会計，特別会計といった各会計で経理する事業の範囲が地方自治体ごとに異なっているため，全国の地方
自治体を統一的な基準で比較できるようにした統計上の会計です。本市では，一般会計と母子父子寡婦福祉資金貸付事業，土
地区画整理事業及び育英事業の特別会計によって構成されています。

(単位：千円，％)

投 資 的 経 費

構成比

歳 出 合 計

比　　　　　　較

増減比

普 通 建 設 事 業 費

構成比

そ の 他 の 経 費

災 害 復 旧 事 業 費

令 和 ５ 年 度

(単位：千円，％)

当初予算 構成比

比　　　　　　較

増減比
区 分

令 和 ４ 年 度

当初予算当初予算

令 和 ４ 年 度

地 方 交 付 税

消 費 的 経 費

歳 入 合 計

国 庫 支 出 金

市 債

地 方 譲 与 税

諸 収 入

地方消費税交付金

増　　　減当初予算 構成比

依 存 財 源

法人事業税交付金

市 税

財 産 収 入

増　　　減

県 支 出 金

義 務 的 経 費

令 和 ５ 年 度

自 主 財 源

区 分

使用料及び手数料

そ の 他 自 主 財 源

繰 入 金
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人件費

13.7%

扶助費

28.7%

公債費

5.7%
普通建設事業費

11.7%県営事業負担金等

0.1%

物件費

15.0%

維持補修費

1.0%

補助費等

7.8%

貸付金

9.7%

繰出金

5.7%

積立金・出資金等

0.9%

義務的経費

48.1%

投資的経費

11.8%

その他の経費

40.1%

一般会計歳出構成比（性質別）

歳 出

（性質別）

218,980,000千円
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（単位：百万円）

141,580 10,882 ▲ 11,921 140,541 ▲ 1,039

建 設 事 業 債 104,373 10,364 ▲ 8,079 106,658 2,285

臨 時 財 政 対 策 債 34,960 518 ▲ 3,576 31,903 ▲ 3,057

減 収 補  債 等 2,247 0 ▲ 266 1,980 ▲ 267

9,961 445 ▲ 820 9,585 ▲ 376

鶴 田 第 ２
土 地 区 画 整 理 事 業

1,594 214 ▲ 214 1,594 0

宇 大 東 南 部 第 １
土 地 区 画 整 理 事 業

611 0 ▲ 141 469 ▲ 142

宇 大 東 南 部 第 ２
土 地 区 画 整 理 事 業

4,844 187 ▲ 250 4,780 ▲ 64

岡 本 駅 西
土 地 区 画 整 理 事 業

2,913 43 ▲ 214 2,742 ▲ 171

（普通会計　計） 151,541 11,327 ▲ 12,741 150,126 ▲ 1,415

65,685 8,590 ▲ 7,396 66,879 1,194

水 道 事 業 22,144 3,996 ▲ 2,467 23,674 1,530

下 水 道 事 業 40,168 4,532 ▲ 4,929 39,770 ▲ 398

中 央 卸 売 市 場 事 業 3,373 62 0 3,435 62

217,226 19,917 ▲ 20,137 217,005 ▲ 221

※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しない場合があります。

（単位：百万円）

10,054 ▲ 1,500 9 8,563 ▲ 1,491

6,124 ▲ 3,001 2 3,125 ▲ 2,999

3,132 ▲ 1,979 57 1,210 ▲ 1,922

19,309 ▲ 6,480 68 12,897 ▲ 6,412

※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しない場合があります。

市債の状況

区 分
令和４年度 令和５年度 年度末残高

年度末残高 発行額 元金償還額 年度末残高 増　　　減

一 般 会 計

特 別 会 計

企 業 会 計

全 会 計 計

基金の状況

令和５年度 年度末残高

年度末残高 取崩額 積立額 年度末残高 増　　　減

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

公 共 施 設 等 整 備 基 金

合 計

区 分
令和４年度
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　　　１　予算規模・市税収入・基金残高・市債残高の推移（一般会計）

注） 1.予算規模及び市税収入は当初予算額

2.基金残高，市債残高は決算額（令和４年度は3月補正後の見込み，令和５年度は当初予算額）

3.基金残高は，財政調整基金，減債基金及び公共施設等整備基金の合計額

財政指標の推移

H2 6 H27 H2 8 H29 H3 0 R1 R2 R3 R4 R5

予算規模 189 ,31 0 196 ,90 0 205 ,30 0 201 ,50 0 221 ,80 0 216,50 0 213 ,000 229,14 0 224 ,600 218 ,98 0

市税収入 90,742 91,445 92,450 93,694 92,856 94,681 92,356 84,703 91,573 93,911

基金残高 28,925 29,948 28,097 27,954 29,880 25,010 21,940 25,152 19,309 12,897

市債残高 111 ,15 1 108 ,94 9 106 ,77 8 102 ,50 6 98,965 99,757 106 ,485 119,94 6 141 ,580 140 ,54 1

        0
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   40,000
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   80,000

  100,000

  120,000

  140,000
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  180,000
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  240,000

（単位 百万円）

予算規模

市債残高

市税収入

基金残高
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２　経常収支比率・自主財源比率・公債費負担比率の推移（普通会計）

注） 1．

2．

3．

4． 令和５年度は推計値

公債費負担比率： 公債費に充当された一般財源が，一般財源総額に占める割合

人件費や公債費など経常的に支出される経費（経常経費）の一般財源が，市税などの経常的

に収入される一般財源（経常一般財源）に占める割合

市税などの自主財源が，歳入総額に占める割合

経常収支比率：

自主財源比率：

90.4 90.9 
92.9 92.7 92.0

94.0
91.8

86.6

89.9
92.4

66.0 
63.8 

62.1 62.6 
59.8

56.5

45.0 

49.8

54.9

59.8

12.8 12.4 12.8 12.8 12.1 12.1
11.3

10.0 10.8 10.8

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

（％）

経常収支比率 (注1)

【本市の目標：80％台】

自主財源比率 (注2)

【本市の目標：70％以上】

公債費負担比率 (注3)

【本市の目標：15％以内】
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新しいまちの暮らし 
スーパースマートシティうつのみや始動 


